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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。 

３ 純資産額の算定にあたり、第83期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第82期中 第83期中 第84期中 第82期 第83期

会計期間

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 235,140 249,084 284,505 480,703 522,620

経常損益 (百万円) 17,297 17,478 16,042 39,366 33,029

中間(当期)純損益 (百万円) 9,626 10,122 3,596 21,196 19,552

純資産額 (百万円) 155,938 196,490 206,241 172,647 205,292

総資産額 (百万円) 458,054 493,851 544,157 476,816 525,569

１株当たり純資産額 (円) 359.25 413.08 434.51 397.17 432.89

１株当たり中間 
(当期)純損益金額

(円) 22.18 23.32 8.29 48.19 45.06

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 34.0 36.3 34.6 36.2 35.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,820 7,230 5,445 22,081 15,151

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △8,769 △16,341 △17,493 △13,579 △34,297

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,949 7,894 12,485 △10,652 15,667

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 14,265 12,878 11,310 14,104 10,814

従業員数 (人) 10,376 10,630 10,805 10,231 10,664
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(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。 

３ 純資産額の算定にあたり、第83期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。 

  

回次 第82期中 第83期中 第84期中 第82期 第83期

会計期間

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 144,117 154,594 188,917 297,406 332,560

経常損益 (百万円) 8,305 8,945 8,161 21,107 16,014

中間(当期)純損益 (百万円) 5,039 5,966 5,889 16,849 10,794

資本金 (百万円) 37,172 37,172 37,172 37,172 37,172

発行済株式総数 (株) 434,487,693 434,487,693 434,487,693 434,487,693 434,487,693

純資産額 (百万円) 111,051 129,455 136,032 126,553 132,823

総資産額 (百万円) 312,643 350,173 399,962 335,374 378,548

１株当たり純資産額 (円) 255.78 298.24 313.45 291.28 306.02

１株当たり中間 
(当期)純損益金額

(円) 11.61 13.74 13.57 38.56 24.87

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ― ─ ―

１株当たり配当額 (円) 3.00 4.00 4.00 8.00 8.00

自己資本比率 (％) 35.5 37.0 34.0 37.7 35.1

従業員数 (人) 3,550 3,657 3,697 3,542 3,618
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２ 【事業の内容】 
当中間連結会計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 
当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 なお、㈱大同機械製作所は、平成19年７月１日付けで大同マシナリー㈱に社名変更しております。 

  

４ 【従業員の状況】 
(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員数であります（兼務役員を含む）。 

２ 臨時従業員数は、従業員数合計の10％未満のため記載を省略しております。 

  

(2) 提出会社の状況 
平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員数であります（兼務役員を含む）。 

２ 臨時従業員数は、従業員数合計の10％未満のため記載を省略しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

特殊鋼鋼材 4,170

電子・磁性材料 1,820

自動車部品・産業機械部品 2,579

エンジニアリング 666

新素材 352

流通・サービス 826

全社(共通) 392

合計 10,805

従業員数(人) 3,697
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第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間の日本経済は、個人消費には足踏み状況がみられるものの、輸出が増加を続け、

設備投資も高水準の企業収益のもと底堅く推移しました。堅調な内外需要を背景に、生産活動も全般的

に緩やかな拡大を続けております。  

特殊鋼業界の主要需要産業である自動車は、引き続きＫＤセットを中心に輸出が好調に推移し、生産

台数は前年同期を上回りました。それに伴い当社グループの受注も自動車関連事業を中心に堅調に推移

しました。また、その他の事業につきましても、一部の製品を除き、需要は底堅く推移し、高水準の生

産が継続しました。 

このような需要環境の中、ニッケル、鉄スクラップ等の原材料価格高騰（ニッケル[ＬＭＥ市況]

17.75＄／ｌｂ…前年同期比59.5％上昇、鉄スクラップ[中部地区Ｈ２建値]32.5千円／ｔ…前年同期比

51.9％上昇）に対する販売価格改善を進め、当中間連結会計期間の当社グループの連結売上高は2,845

億5百万円と前年同期に比べ354億20百万円(14.2％)の増収となりました。しかしながら、利益面では、

販売価格改善に加え、さらなる受注内容改善、コスト改善に努めましたが、原材料価格高騰によるコス

ト増を吸収しきれず、経常利益は160億42百万円と前年同期に比べ14億35百万円（8.2％）の減益となり

ました。 

また、王子製鉄株式会社（当社の持分法適用関連会社）について、平成19年９月26日開催の取締役会

で、その株式の譲渡を決議いたしました。これに伴い、「連結財務諸表における税効果会計に関する実

務指針」（日本公認会計士協会 会計制度委員会報告第６号）38項および44項に基づき、連結上の利益

剰余金に計上されていた当該会社の留保利益に対し、税金費用を計上しております。当中間純利益は前

記税金費用（56億87百万円）を控除した結果、35億96百万円と前年同期に比べ65億25百万円（64.5％）

の減益となりました。なお、王子製鉄株式会社の株式売却価額等は、「第５ 経理の状況 １ 中間連結

財務諸表等（２ 中間財務諸表等）」の重要な後発事象に記載しております。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

①特殊鋼鋼材 

当社グループの特殊鋼鋼材の主要需要分野である日系自動車産業の生産は、国内販売は減少したも

のの、アジア地域等での販売増加による完成車、およびＫＤセットの輸出の増加により前年同期比増

加しました。その他の需要分野も、外需の拡大を背景に産業機械、建設機械を中心に好調な需要環境

が続きました。 

こうした環境下、当社の受注もステンレス鋼での客先の買い控えはあったものの、自動車関連を中

心に総じて堅調に推移し、売上数量は前年同期に比べ３％の増加となりました（当社の当中間連結会

計期間における特殊鋼鋼材の受注金額は1,158億77百万円…前年同期比20.7％増加）。一方、ニッケ

ルをはじめとした各種金属、および鉄スクラップの高騰に対しては、ステンレス鋼製品を中心に販売

価格改善、エキストラの拡大などの活動をさらに推し進めるとともに、コスト改善に向けた最大限の

自助努力を鋭意推進しました。 
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その結果、当中間連結会計期間の特殊鋼鋼材の売上高は1,573億38百万円と前年同期に比べ202億97

百万円（14.8％）の増収となりましたが、営業利益は34億56百万円と前年同期に比べ38億52百万円

（52.7％）の減益となりました。 

  

②電子・磁性材料 

帯鋼製品は、製品市況の悪化やニッケル価格の乱高下による買い控えで数量は減少しましたが、販

売価格改善、高付加価値製品へのシフトを進めたことにより売上高は増加しました（当社の当中間連

結会計期間における帯鋼製品の受注金額は102億45百万円…前年同期比28.9％増加）。磁石材料事業

は、ＦＡサーボモーター用磁石は減少しましたが、デジタル家電向け製品は好調に推移しました（当

中間連結会計期間における磁石材料の受注金額は53億11百万円…前年同期比0.2％増加）。磁石原料

のネオジム価格の高騰に対しては販売価格改善を進めました。また、薄膜・電子材料は、冷陰極管ニ

オブ材の売上高が大幅に増加しました（当社の当中間連結会計期間における薄膜・電子材料の受注金

額は21億21百万円…前年同期比49.9％増加）。 

その結果、当中間連結会計期間の電子・磁性材料の売上高は395億25百万円と前年同期に比べ100億

20百万円（34.0％）の増収となり、営業利益は31億75百万円と前年同期に比べ20億84百万円

（191.2％）の増益となりました。 

  

③自動車部品・産業機械部品 

自動車部品関連は、好調な国内自動車生産を受け熱間精密鍛造品が堅調に推移しました（当社の当

中間連結会計期間における熱間精密鍛造品の受注金額は82億24百万円…前年同期比9.1％増加）。ま

た、精密鋳造品は、欧州を中心としたディーゼル車の生産拡大によるターボチャージャー部品の大幅

な売上数量増（前年同期比37％増加）、および原材料価格高騰に対する販売価格改善により売上高が

大幅に増加しました（当中間連結会計期間における鉄系精密鋳造品の受注金額は51億4百万円…前年

同期比45.2％増加）。 

産業機械部品関連は、重電、航空機、船舶、化学プラント関連の旺盛な需要を受け引き続き好調に

推移しました（当社の当中間連結会計期間における自由鍛造品の受注金額は291億87百万円…前年同

期比38.7％増加）。こうした需要環境の中、競争力強化、業容拡大に向け特殊溶解炉（エレクトロ・

スラグ炉）を増設しました。また、原材料価格高騰に対しては、販売価格改善、受注内容改善をさら

に推し進めました。 

その結果、当中間連結会計期間の自動車部品・産業機械部品の売上高は571億92百万円と前年同期

に比べ49億48百万円（9.5％）の増収となり、営業利益は56億17百万円と前年同期に比べ1億24百万円

（2.3％）の増益となりました。 

  

④エンジニアリング 

環境設備製品については、官需は引き続き低迷しましたが、民間向けに集塵装置等の分野で売上高

が増加しました。工業炉製品は、自動車関連を中心とした堅調な民間設備投資に牽引され、主力製品

のＳＴＣ炉は順調に推移しましたが、真空炉等は減少しました（当社の当中間連結会計期間における

エンジニアリングの受注金額は75億38百万円…前年同期比6.5％減少）。 
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その結果、当中間連結会計期間のエンジニアリングの売上高は171億10百万円と前年同期に比べ6億

4百万円（3.4％）の減収となり、営業利益は8億36百万円と前年同期に比べ4億14百万円（33.1％）の

減益となりました。 

  

⑤新素材 

チタン製品は、医療用途やプラント用途を中心に引き続き堅調に推移するとともに、レジャー・フ

ァッション用途での採用も進みました。チタン主原料の高騰に対しては販売価格改善を進めました

（当社の当中間連結会計期間におけるチタン製品の受注金額は38億37百万円…前年同期比20.2％増

加）。 

粉末製品は、当中間期央からのニッケル価格下落に伴う買い控えによる減少はあったものの、海外

市場を中心とした積極的な新規拡販により前年同期並みの売上数量となりました。また、販売価格改

善、高付加価値製品の拡大を推し進めました（当社の当中間連結会計期間における粉末製品の受注金

額は31億43百万円…前年同期比40.5％増加）。 

その結果、当中間連結会計期間の新素材の売上高は79億9百万円と前年同期に比べ21億61百万円

（37.6％）の増収となり、営業利益は17億53百万円と前年同期に比べ10億44百万円（147.3％）の増

益となりました。 

  

⑥流通・サ－ビス 

子会社において建材部門から撤退したことにより売上高が減少しました。 

その結果、当中間連結会計期間の流通・サービスの売上高は、54億28百万円と前年同期に比べ14億

2百万円（20.5％）の減収となり、営業利益は8億85百万円と前年同期に比べ22百万円（2.5％）の減

益となりました。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ４

億96百万円増加し、113億10百万円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果得られた資金は、54億45百万円（前中間連結会計期間対比17億84百万円の減少）とな

りました。 

収入の主な内訳は、税金等調整前中間純利益166億65百万円、売掛債権の減少45億76百万円であり、

支出の主な内訳は、原材料価格高騰などによる棚卸資産の増加170億34百万円であります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用した資金は、174億93百万円（前中間連結会計期間対比11億52百万円の増加）と

なりました。 

これは、主に有形固定資産の取得による支出106億85百万円、投資有価証券の取得による支出105億74

百万円によるものです。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果得られた資金は、124億85百万円（前中間連結会計期間対比45億91百万円の増加）と

なりました。 

これは、主に借入金の増加などによるものです。 
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２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 
  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当社グループ（当社および当社の連結子会社）の受注・販売形態は、素材供給等のグループ間取引が

多岐にわたり、また受注生産形態をとらない製品もあるため、事業の種類別セグメントごとに受注規模

を金額あるいは数量で示すことは行っておりません。 

このため、受注の状況については、「１ 業績等の概要」において各事業の種類別セグメント業績に

関連付けて記載しております。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 
  

 
(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 主な相手先別の販売実績は、総販売実績に対する販売割合が100分の10以上の相手先がないため、記載を省

略しております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

特殊鋼鋼材 157,887 ＋14.8

電子・磁性材料 39,603 ＋34.4

自動車部品・産業機械部品 57,151 ＋10.0

エンジニアリング 17,110 △3.4

新素材 7,997 ＋37.8

合計 279,748 ＋15.4

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

特殊鋼鋼材 157,338 ＋14.8

電子・磁性材料 39,525 ＋34.0

自動車部品・産業機械部品 57,192 ＋9.5

エンジニアリング 17,110 △3.4

新素材 7,909 ＋37.6

流通・サービス 5,428 △20.5

合計 284,505 ＋14.2
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３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社および当社の連結子会社)が対処すべき課題について

重要な変更はありません。 

 なお、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針は、次のとおりであ

ります。 

(1) 基本方針の内容 

近時、わが国の資本市場においては、企業買収の対象となる会社の経営陣との十分な協議や合意の

プロセスを経ることなく、いわば敵対的に、突如として一方的に株式の大規模な買付けを強行すると

いった動きが顕在化しつつあります。このような一方的な株式の大規模な買付けの中には、当社の株

式を買い集め、濫用的な会社運営を行い、多数派株主として自己の利益を追求することのみを目的と

するものである等の当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なう株式の大規模な

買付けもあり得るものです。 

当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業理念、当社の企業価値の

様々な源泉および当社を支える各利害関係者との信頼関係を十分に理解した上で、当社の企業価値ひ

いては株主の皆様の共同の利益を中長期的に確保または向上させることを真摯に目指す者でなければ

ならないと考えております。したがいまして、上記のような株式の大規模な買付け等の当社の企業価

値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なうおそれのある株式の大規模な買付けを行う者は、

当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。 

(2) 当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する取組み 

当社は、グループ全体として、特殊鋼鋼材、電子・磁性材料、自動車部品・産業機械部品、エンジ

ニアリング、新素材、流通・サービスの６つの事業セグメントを有しております。当社は、「２１世

紀社会に貢献する創造的、個性的な企業集団」を目指して、人材を活用し、技術を極めて未開の領域

に挑戦することを企業理念としており、このような企業理念の下、連結子会社および持分法適用関連

会社を含むグループ全体の企業価値および株主の皆様の共同の利益を確保し、または向上させること

を目指して事業展開を行っております。 

今後の事業展開につきましても、当社は、昨年３月に策定いたしました平成18年度から平成20年度

までを実行期間とする連結ベースでの中期経営計画において、「安定収益基盤の拡充と成長事業・成

長商品の深耕」を経営基本方針とした上で、安定的に高収益をあげ得る事業体制を築き、資本市場か

らも評価される高い経営効率を目指し、企業価値の向上に努めるとともに、その結果得られた成果を

株主の皆様に適切に還元してまいります。また、当社は、環境に配慮しつつ、社会の持続可能な発展

に向けて、今後とも貢献し続ける所存です。 

(3) 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防

  止するための仕組み 

当社は、平成19年５月８日開催の当社取締役会において、平成19年６月28日開催の当社第83期定時

株主総会（以下「本定時株主総会」といいます。）において出席株主の皆様の議決権の過半数の賛同

を得て承認可決されることを条件として、特定株主グループ（注１）の議決権割合（注２）を20％以

上とすることを目的とする当社の株券等の買付行為、または、結果として特定株主グループの議決権

割合が20％以上となるような当社の株券等の買付行為（いずれも事前に当社取締役会が同意したもの

を除きます。このような買付行為を以下「大規模買付行為」といい、大規模買付行為を行いまたは行

おうとする者を以下「大規模買付者」といいます。）に対して、以下の対応方針（以下「本対応方
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針」といいます。）を導入することを決定いたしました。その後、本対応方針の導入について、本

定時株主総会において出席株主の皆様の議決権の過半数の賛同を得て承認可決頂いております。 

本対応方針は、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保し、または向上させるた

め、大規模買付者に対して、当該大規模買付者が実施しようとする大規模買付行為に関する必要な情

報の事前の提供、およびその内容の評価・検討等に必要な期間の確保を求めることを目的とします。

本対応方針では、大規模買付者が従うべき一定の手続（以下、「大規模買付ルール」といいま

す。）をあらかじめ定めておき、大規模買付者がこの大規模買付ルールに従わず大規模買付行為を行

い、もしくは行おうとする場合、または大規模買付ルールに従っていたとしても、当該大規模買付行

為がもっぱら大規模買付者の短期的な利得のみを目的とするものであるなど、当社の企業価値ひいて

は株主の皆様の共同の利益を著しく損なうものであると認められる場合には、当社取締役会は、当該

大規模買付行為に対して必要かつ相当な対抗措置（新株予約権の無償割当てその他法令および当社定

款上認められるその他の対抗措置）を講じることができることとしています。 

大規模買付ルールとは、大規模買付者に対して、大規模買付行為に対する株主の判断および当社取

締役会の評価・検討のために必要かつ十分な情報（以下、「大規模買付情報」といいます。）の提供

を求めるとともに、大規模買付情報の提供が完了した後に、当社取締役会が大規模買付情報を十分に

評価・検討し、当社取締役会としての意見形成および代替案立案のための期間（対価を金銭（円貨）

のみとし当社の株券等の全てを対象とする公開買付けによる大規模買付行為の場合には60日間、その

他の大規模買付行為の場合には90日間）の確保を求めるものです。大規模買付者はこの当社取締役会

の評価期間の経過後においてのみ大規模買付行為を開始できるものとします。 

大規模買付行為について、本対応方針に定める大規模買付ルールに従って一連の手続が進行された

か否か、および、大規模買付ルールが遵守された場合に当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の

利益を確保し、または向上させるために必要かつ相当と考えられる一定の対抗措置を講じるか否かに

ついては、当社取締役会が最終的な判断を行いますが、その判断の合理性および公正性を担保するた

めに、当社取締役会から独立した組織として特別委員会を設置いたします。特別委員会の委員は、３

名以上とし、社外取締役、社外監査役、弁護士、税理士、公認会計士、学識経験者、投資銀行業務に

精通している者および他社の取締役または執行役として経験のある社外者等の中から選任されるもの

とします。 

当社取締役会は、対抗措置の発動に先立ち、特別委員会に対して対抗措置の発動の是非について諮

問し、特別委員会は、この諮問に基づき、必要に応じて外部専門家等の助言を得た上で、当社取締役

会に対して対抗措置の発動の是非について勧告を行います。当社取締役会は、対抗措置を発動するか

否かの判断に際して、特別委員会による勧告を最大限尊重するものとします。 

また、当社取締役会が対抗措置を発動するに際しては、社外監査役全員を含む当社監査役全員の賛

成を得た上で、当社取締役全員の一致により発動の決議をすることといたします。なお、当社取締役

会は、特別委員会に対する上記諮問の他、大規模買付者の提供する大規模買付情報に基づき、必要に

応じて外部専門家等の助言を得ながら、当該大規模買付者および当該大規模買付行為の具体的内容な

らびに当該大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に与える影響等を検討

の上で、対抗措置の発動の是非を判断するものとします。 

以上のとおり、本対応方針は上記(1)の基本方針に沿うものであり、当社の株主の皆様の共同の利

益を損なうものではなく、また、当社の役員の地位の維持を目的とするものではないと考えておりま

す。 
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（注１）「特定株主グループ」とは、当社の株券等（金融商品取引法第27条の23第１項に規定する

株券等をいいます。）の保有者（同項に規定する保有者をいい、同条第３項の規定に基づき保有者に

含まれる者を含みます。）およびその共同保有者（同条第5項に規定する共同保有者をいい、同条第

６項本文に基づき共同保有者とみなされる者を含みます。）ならびに、当社の株券等（同法第27条の

２第１項に規定する株券等をいいます。）の買付け等（同項に規定する買付け等をいい、取引所有価

証券市場において行われるものを含みます。）を行う者およびその特別関係者（同条第７項に規定す

る特別関係者をいいます。）を意味します。 

（注２）「議決権割合」とは、特定株主グループの具体的な買付方法に応じて、特定株主グループ

が当社の株券等の保有者およびその共同保有者である場合の当該保有者の株券等保有割合（同法第27

条の23第４項に規定する株券等保有割合をいいます。この場合においては、当該保有者の共同保有者

の保有株券等の数(同項に規定する保有株券等の数をいいます。）も計算上考慮されるものとしま

す。）または、特定株主グループが当社の株券等（同法第27条の２第１項に規定する株券等をいいま

す。）の買付け等を行う者およびその特別関係者である場合の当該買付け等を行う者および当該特別

関係者の株券等所有割合（同条第８項に規定する株券等所有割合をいいます。）の合計をいいます。

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。 

  

（持分法適用関連会社の株式譲渡契約） 

平成19年９月26日開催の取締役会において、持分法適用関連会社である王子製鉄株式会社の当社保有

の全株式を新日本製鐵株式会社に譲渡することを決議し、同日付で株式譲渡基本合意書を締結しており

ます。同合意書に基づき、平成19年11月20日に株式譲渡契約を締結しております。  

なお、王子製鉄株式会社の株式譲渡契約の詳細については、「第５ 経理の状況 １ 中間連結財務諸

表等（２ 中間財務諸表等）」の重要な後発事象に記載しております。  
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５ 【研究開発活動】 

当社グループは特殊鋼をベースにした高い技術力を背景に「２１世紀社会に貢献する創造的、個性的な

企業集団」を目指すことを基本理念としており、「新製品・新事業の拡大」および「既存事業の基盤強

化」のため、積極的な研究活動を行っております。 

現在、当社「研究開発本部」内の「特殊鋼研究所」、「電磁材料研究所」、「プロセス技術開発センタ

ー」、「事業開発センター」を中心に、新製品、新材料、新技術の研究開発を推進しており、研究開発ス

タッフはグループ全体で240名であります。 

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は21億11百万円であり、各セグメント別の研究

の目的、主要な研究成果および研究開発費は次のとおりであります。 

  

(1) 特殊鋼鋼材 

主に当社が中心となり、自動車用構造材料、耐食・耐熱材料、工具鋼、接合材料などの素材開発およ

び製鋼精錬凝固から製品品質保証までのプロセス革新等の研究開発を行っております。 

当事業に係る研究開発費の総額は8億18百万円であり、当中間連結会計期間の主な成果としては次の

ものがあります。 

・革新的技術による歯車の高強度化（高濃度浸炭用鋼「ＤＣＤＧ」シリーズ） 

浸炭処理とは鋼に炭素を浸入させ、表面に炭素濃度の高い層を作る処理です。疲労強度と耐磨耗性

が要求される歯車などの自動車部品には、クロム鋼に浸炭処理を施した材料が一般的に使用されま

す。通常の浸炭処理は、鋼材表層の炭素量を0.8%レベルに制御しているため炭化物が生成されること

はありませんが、高濃度浸炭処理では、高濃度の炭素を鋼材表面に侵入させることによって炭化物を

積極的に生成させることを特徴としています。高濃度浸炭処理によって、鋼材表面は合金工具鋼のよ

うな組織形態が形成され、強度や耐磨耗性を向上させることができます。 

 当社では、ガス浸炭と比較して高強度の部品が得られＣＯ２排出量削減にも寄与する真空浸炭での

高濃度浸炭処理を前提にして、独自の材料開発を行いました。ガス浸炭では粒界酸化を助長するとし

て添加量を抑制していたＳｉ、Ｃｒを積極的に添加していることが特徴です。開発材は従来材に比べ

て優れた歯面疲労特性を示すことから、歯車および機械ユニットの小型軽量化が可能となります。 

  

(2) 電子・磁性材料 

主に当社が中心となり、高級帯鋼、電磁材料等の素材開発および太陽光による発電システムの研究開

発を行っております。また、当社および連結子会社（株）ダイドー電子が中心となり、磁石の研究開発

を行っております。 

当事業に係る研究開発費の総額は1億61百万円であり、当中間連結会計期間の主な成果としては次の

ものがあります。 

・集光式太陽光発電システム 

集光式太陽光発電システムは、ドーム型のレンズで太陽光を発電素子に集光させて発電するシステ

ムであり、一般的なソーラーパネルに比べて高効率の発電が可能です。当社では、ＮＥＤＯおよび中

部経済産業局の助成を受け、集光式太陽光発電システムの開発を行ってまいりました。現在、国内外

８カ所で発電試験中であり、これまでにモジュール効率として従来型ソーラーパネルの２倍の約

28%、面積あたりの年間発電量として264kWh/㎡（一般的なソーラーパネルは150kWh/㎡程度）の実績

値を得ております。将来の実用化に向けてさらに特性改善を進めてまいります。 
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(3) 自動車部品・産業機械部品 

当社が中心となり、エンジンバルブ等の自動車部品および各種産業機械部品の研究開発を行っており

ます。 

当事業に係る研究開発費の総額は4億6百万円であり、当中間連結会計期間の主な成果としては、ター

ボハウジング用フェライト系耐熱鋳鋼の特性改善が挙げられます。 

  

(4) エンジニアリング 

主に当社が中心となり、環境保全・リサイクル設備や省エネルギー型各種工業炉等の開発を行ってお

ります。 

当事業に係る研究開発費の総額は17百万円であり、当中間連結会計期間の主な成果としては次のもの

があります。 

・次世代型線材コイル焼鈍炉の開発 

これまで累計２００基以上販売し、当社のヒット製品である線材コイル焼鈍炉（ＳＴＣ炉）の新た

なタイプとして、従来のＣＯ－ＣＯ２雰囲気による処理から、低露点のＮ２雰囲気による処理を可能

にする次世代型ＳＴＣ炉の開発を行なっています。この炉は、従来のＳＴＣ炉に比べ、製品コイルの

脱炭ばらつきを解消する、コイル表面の酸化スケール影響を防ぎ熱処理時間を安定化する、焼鈍後の

製品酸洗負荷を軽減する等の効果が期待できるものであり、熱処理加工メーカのより高度なニーズに

対応するものです。 

当社は、社内にこの次世代型ＳＴＣ炉のテスト機を設置し、今後、ユーザーからの製品コイルのテ

スト焼鈍を実施しながら、ユーザーの皆様に直接、炉の効果を確認いただく等、ますます高度化して

いくお客様のニーズにこたえてまいります。 

  

(5) 新素材 

主に当社が中心となり、機能性粉末、チタン合金などの新素材の研究開発を行っております。 

当事業に係る研究開発費の総額は7億7百万円であり、当中間連結会計期間の主な成果としてはアモル

ファス軟磁性粉末の開発が挙げられます。 

  

(6) 流通・サービス 

研究開発活動は行っておりません。 
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第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画していた重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとお

りであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

区 
分

会社名 
事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 
名称

設備の内容
投資額 
(百万円)

完了年月
完成後の 
増加能力

当

社

知多工場 
(愛知県東海市)

特殊鋼鋼材

製鋼原材料加工設備
合理化

320
平成19年 
６月

なし

分塊圧延加熱炉 
合理化

110
平成19年 
６月

なし

渋川工場 
(群馬県渋川市)

自動車部品・ 
産業機械部品

特殊溶解能力増強 450
平成19年 
６月

生産能力 
17％アップ

区 
分

会社名 
事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 
名称

設備の 
内容

投資予定額 
(百万円) 資金調達 

方法

着手および完了予定
完成後の
増加能力

総額 既支払額 着手 完了

当 

社

知多工場 
(愛知県東海市)

特殊鋼鋼材

製鋼付帯設備 
合理化

180 ─
自己資金 
および 
借入金

平成19年 
７月

平成20年 
７月

なし

分塊圧延加熱炉
合理化

180 ─
自己資金 
および 
借入金

平成19年 
８月

平成20年 
５月

なし

星崎工場 
(名古屋市南区)

新素材
特殊溶解設備 
合理化

140 ─
自己資金 
および 
借入金

平成19年 
９月

平成20年 
１月

なし

渋川工場 
(群馬県渋川市)

自動車部品・ 
産業機械部品

特殊溶解能力 
増強

450 ─
自己資金 
および 
借入金

平成19年 
７月

平成21年 
１月

生産能力 

８％アップ

連 

結 

子 

会 

社

東洋産業㈱ 
仙台工場 
(宮城県黒川郡 
大衡村）

自動車部品・ 
産業機械部品

リングロール 
製造設備

1,450 816
自己資金 
および 
借入金

平成19年 
４月

平成19年 
10月

生産能力 
30％アップ
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,160,000,000

計 1,160,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月25日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 434,487,693 同左

㈱東京証券取引所 

㈱名古屋証券取引所 

各市場第一部

─

計 434,487,693 同左 ─ ─

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日

─ 434,487,693 ─ 37,172 ─ 9,293
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(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
  

氏名または名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

新日本製鐵㈱ 東京都千代田区大手町２－６－３ 44,298 10.19

日本マスタートラスト  
信託銀行㈱（信託口）

東京都港区浜松町２－11－３ 24,093 5.54

明治安田生命保険(相) 東京都千代田区丸の内２－１－１ 20,759 4.77

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 15,658 3.60

㈱みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１－３－３ 15,543 3.57

日本トラスティ・サービス 
信託銀行㈱（信託口）

東京都中央区晴海１－８－11 14,619 3.36

本田技研工業㈱ 東京都港区南青山２－１－１ 13,053 3.00

日本発條㈱ 横浜市金沢区福浦３－10 12,697 2.92

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内１－４－５ 12,587 2.89

岡谷鋼機㈱ 名古屋市中区栄２－４－18 6,962 1.60

計 ― 180,272 41.49
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(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が29,000株(議決権の数29個)含まれておりま

す。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、㈱東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 503,000

― ―

(相互保有株式)
普通株式 269,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式 
   431,148,000 431,148

―

単元未満株式
普通株式

2,567,693
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 434,487,693 ― ―

総株主の議決権 ― 431,148 ―

所有者の氏名 
または名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
大同特殊鋼㈱

名古屋市東区東桜
１－１－10

503,000 ― 503,000 0.12

(相互保有株式) 
丸太運輸㈱

名古屋市瑞穂区新開町
22－20

133,000 ― 133,000 0.03

(相互保有株式) 
川一産業㈱

川崎市川崎区大島
３－７－14

126,000 ― 126,000 0.03

(相互保有株式) 
東北特殊鋼㈱

仙台市太白区長町
７－20－１

10,000 ― 10,000 0.00

計 ― 772,000 ― 772,000 0.18

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 758 823 893 885 972 1,000

最低(円) 633 688 750 799 745 868
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第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表および中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財

務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)の中間連結財務諸表、および前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で)の中間財務諸表について、ならびに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結

会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間連結財務諸表、および当中間会計期間(平

成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査

を受けております。 
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１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

   

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※２ 13,697 12,432 11,834

 ２ 受取手形及び売掛金 ※３ 123,240 132,209 136,653

 ３ 棚卸資産 98,088 123,297 106,058

 ４ 繰延税金資産 5,379 2,636 5,543

 ５ その他 4,911 2,947 5,107

   貸倒引当金 △916 △927 △1,040

   流動資産合計 244,402 49.5 272,596 50.1 264,156 50.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物
※１
※２

117,781 122,484 120,418

    減価償却累計額 △69,785 47,995 △72,201 50,282 △70,944 49,474

  (2) 機械装置 
    及び運搬具

※１ 336,987 347,815 342,233

    減価償却累計額 △266,979 70,008 △274,417 73,397 △270,007 72,226

  (3) 土地 ※２ 30,203 30,423 30,038

  (4) 建設仮勘定 5,487 4,638 5,026

  (5) その他 ※１ 16,850 17,571 16,928

    減価償却累計額 △13,405 3,444 △13,724 3,846 △13,222 3,705

   有形固定資産合計 157,139 31.8 162,589 29.9 160,471 30.5

 ２ 無形固定資産 928 0.2 879 0.2 926 0.2

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 75,979 88,189 82,151

  (2) 長期貸付金 439 199 399

  (3) 繰延税金資産 1,245 1,300 1,227

  (4) その他 ※２ 14,330 18,741 16,584

    貸倒引当金 △614 △338 △348

   投資その他の資産 
   合計

91,380 18.5 108,092 19,8 100,014 19.0

   固定資産合計 249,449 50.5 271,561 49.9 261,412 49.7

   資産合計 493,851 100.0 544,157 100.0 525,569 100.0
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前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金
※２
※３

82,430 95,316 94,493

 ２ 短期借入金 ※２ 74,091 83,113 85,675

 ３ 未払法人税等 5,312 5,422 5,159

 ４ 繰延税金負債 ― 2,833 ―

 ５ 賞与引当金 7,557 6,896 6,888

 ６ 役員賞与引当金 ― ― 252

 ７ その他
※２
※３

24,486 29,359 32,071

   流動負債合計 193,877 39.3 222,940 41.0 224,540 42.7

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 20,700 20,700 20,700

 ２ 長期借入金 ※２ 59,960 70,717 51,356

 ３ 繰延税金負債 11,948 12,352 12,867

 ４ 再評価に係る 
   繰延税金負債

1,694 1,694 1,694

 ５ 退職給付引当金 4,236 4,068 4,069

 ６ 役員退職慰労引当金 ― 1,198 ―

 ７ 負ののれん 45 73 33

 ８ その他 4,897 4,170 5,014

   固定負債合計 103,483 20.9 114,975 21.1 95,735 18,2

   負債合計 297,360 60.2 337,916 62.1 320,276 60,9

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 37,172 7.5 37,172 6.8 37,172 7.1

 ２ 資本剰余金 28,551 5.8 28,557 5.2 28,554 5.4

 ３ 利益剰余金 94,767 19.2 104,321 19.3 102,461 19.5

 ４ 自己株式 △219 △0.0 △289 △0.1 △248 △0.0

   株主資本合計 160,271 32.5 169,761 31.2 167,939 32.0

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

17,397 3.5 16,333 3.0 17,686 3.3

 ２ 繰延ヘッジ損益 1 0.0 8 0.0 6 0.0

 ３ 土地再評価差額金 1,356 0.3 1,356 0.2 1,356 0.3

 ４ 為替換算調整勘定 229 0.0 1,064 0.2 850 0.2

   評価・換算差額等 
   合計

18,985 3.8 18,763 3.4 19,899 3.8

Ⅲ 少数株主持分 17,233 3.5 17,716 3.3 17,453 3.3

   純資産合計 196,490 39.8 206,241 37.9 205,292 39.1

   負債純資産合計 493,851 100.0 544,157 100.0 525,569 100.0
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② 【中間連結損益計算書】 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 249,084 100.0 284,505 100.0 522,620 100.0

Ⅱ 売上原価 206,663 83.0 243,675 85.6 440,077 84.2

   売上総利益 42,421 17.0 40,829 14.4 82,542 15.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 運送費 6,790 7,101 14,104

 ２ 給与手当及び福利費 10,050 9,400 22,140

 ３ 賞与引当金繰入額 2,788 2,467 2,498

 ４ 役員賞与引当金 
   繰入額

― ― 252

 ５ 退職給付費用 707 664 1,297

 ６ 役員退職慰労引当金 
   繰入額

― 195 ―

 ７ その他 5,352 25,689 10.3 5,275 25,104 8.9 10,549 50,842 9.7

   営業利益 16,731 6.7 15,724 5.5 31,700 6.1

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 52 82 126

 ２ 受取配当金 628 743 1,050

 ３ 賃貸収入 274 274 548

 ４ 負ののれん償却額 14 15 28

 ５ 持分法による 
   投資利益

1,293 1,156 2,539

 ６ その他 400 2,663 1.1 489 2,761 1.0 1,171 5,464 1.0

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 819 1,214 1,889

 ２ 固定資産廃売却損 476 395 1,058

 ３ 為替差損 185 117 273

 ４ その他 435 1,916 0.8 717 2,444 0.9 913 4,134 0.8

   経常利益 17,478 7.0 16,042 5.6 33,029 6.3

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※１ 105 718 209

 ２ 投資有価証券売却益 ― 478 194

 ３ 貸倒引当金戻入額 85 154 140

 ４ その他 ― 191 0.1 31 1,382 0.5 377 922 0.2

Ⅶ 特別損失

 １ 役員退職慰労引当金 
   繰入額

― 511 ―

 ２ 退職給付費用 ※２ ― 117 ―

 ３ 投資有価証券評価損 2 5 9

 ４ 減損損失 0 0 269

 ５ その他 0 3 0.0 124 759 0.2 27 306 0.1

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益

17,665 7.1 16,665 5.9 33,645 6.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

5,346 5,719 10,065

   法人税等調整額 1,009 6,355 2.6 6,180 11,900 4.2 1,706 11,772 2.3

   少数株主利益 1,187 0.4 1,168 0.4 2,320 0.4

   中間(当期)純利益 10,122 4.1 3,596 1.3 19,552 3.7
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③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高   (百万円) 37,172 28,548 87,047 △178 152,589

中間連結会計期間中の変動額

 利益処分による剰余金の配当 △2,170 △2,170

 利益処分による役員賞与 △232 △232

 中間純利益 10,122 10,122

 自己株式の取得 △45 △45

自己株式の処分 3 4 8

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計

(百万円)
― 3 7,719 △40 7,682

平成18年９月30日残高   (百万円) 37,172 28,551 94,767 △219 160,271

評価・換算差額等
少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算 
差額等合計

平成18年３月31日残高   (百万円) 18,548 ― 1,356 152 20,057 16,520 189,167

中間連結会計期間中の変動額

 利益処分による剰余金の配当 △2,170

 利益処分による役員賞与 △232

 中間純利益 10,122

 自己株式の取得 △45

 自己株式の処分 8

 株主資本以外の項目の中間連結 

 会計期間中の変動額(純額)
△1,151 1 ― 77 △1,072 712 △359

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

△1,151 1 ― 77 △1,072 712 7,322

平成18年９月30日残高  (百万円) 17,397 1 1,356 229 18,985 17,233 196,490
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当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高   (百万円) 37,172 28,554 102,461 △248 167,939

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △1,736 △1,736

 中間純利益 3,596 3,596

 自己株式の取得 △47 △47

自己株式の処分 3 5 8

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計

(百万円)
― 3 1,860 △41 1,822

平成19年９月30日残高   (百万円) 37,172 28,557 104,321 △289 169,761

評価・換算差額等

少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算 
差額等合計

平成19年３月31日残高   (百万円) 17,686 6 1,356 850 19,899 17,453 205,292

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △1,736

 中間純利益 3,596

 自己株式の取得 △47

 自己株式の処分 8

 株主資本以外の項目の中間連結 

 会計期間中の変動額(純額)
△1,352 2 ― 213 △1,136 263 △873

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

△1,352 2 ― 213 △1,136 263 948

平成19年９月30日残高  (百万円) 16,333 8 1,356 1,064 18,763 17,716 206,241
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前連結会計年度の要約連結株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高   (百万円) 37,172 28,548 87,047 △178 152,589

連結会計年度中の変動額

 利益処分による剰余金の配当 △2,170 △2,170

 剰余金の配当 △1,736 △1,736

 利益処分による役員賞与 △232 △232

 当期純利益 19,552 19,552

 自己株式の取得 △79 △79

自己株式の処分 6 9 15

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計

(百万円)
― 6 15,413 △69 15,350

平成19年３月31日残高   (百万円) 37,172 28,554 102,461 △248 167,939

評価・換算差額等

少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算 
差額等合計

平成18年３月31日残高   (百万円) 18,548 ― 1,356 152 20,057 16,520 189,167

連結会計年度中の変動額

 利益処分による剰余金の配当 △2,170

 剰余金の配当 △1,736

 利益処分による役員賞与 △232

 当期純利益 19,552

 自己株式の取得 △79

 自己株式の処分 15

 株主資本以外の項目の連結 

 会計年度中の変動額(純額)
△862 6 ― 698 △157 932 774

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△862 6 ― 698 △157 932 16,124

平成19年３月31日残高  (百万円) 17,686 6 1,356 850 19,899 17,453 205,292
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー
   税金等調整前中間(当期)
   純利益

17,665 16,665 33,645

   減価償却費 8,017 9,026 16,544

   減損損失 0 0 269
   貸倒引当金の増減額 
   (減少：△)

△86 △125 △230

   賞与引当金の増減額 
   (減少：△)

493 7 △178

   役員賞与引当金の増減額
   (減少：△)

― △252 252

   退職給付引当金の増減額
   (減少：△)

△75 △1 △242

   役員退職慰労引当金の増減額 
   (減少：△)

― 347 ―

   受取利息及び受取配当金 △680 △826 △1,176

   支払利息 819 1,214 1,889

   為替差損益(差益：△) 56 △62 32

   負ののれん償却額 △14 △15 △28
   持分法による投資損益 
   (利益：△)

△1,293 △1,156 △2,539

   投資有価証券等売却損益
   (売却益：△)

0 △476 △191

   投資有価証券等評価損 2 20 51

   有形固定資産売却損益 
   (売却益：△)

△99 △710 △181

   有形固定資産除却損 490 421 1,068

   売上債権の増減額(増加：△) △2,470 4,576 △15,549

   棚卸資産の増減額(増加：△) △5,774 △17,034 △13,474

   仕入債務の増減額(減少：△) 5,161 706 16,977

   その他の増減額 △2,565 △1,267 △4,027

    小計 19,648 11,058 32,910

   利息及び配当金の受取額 918 1,046 1,476

   利息の支払額 △821 △1,186 △1,870

   法人税等の支払額 △12,514 △5,472 △17,364

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

7,230 5,445 15,151

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー
   定期預金の預入による支出 △700 △101 △900

   定期預金の払戻による収入 600 ― 600
   有形固定資産の取得による 
   支出

△11,351 △10,685 △24,361

   有形固定資産の売却による
   収入

209 904 593

   投資有価証券の取得による
   支出

△4,930 △10,574 △10,195

   投資有価証券の売却による 
   収入

0 3,034 270

   貸付けによる支出 △286 △53 △321

   貸付金の回収による収入 87 270 189
   その他の収入又は支出 
   (支出：△)

29 △287 △171

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△16,341 △17,493 △34,297
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前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー
   短期借入金の純増減額 
   (減少：△)

549 498 8,234

   コマーシャルペーパーの
   純増減額(減少：△)

1,000 △2,000 8,000

   長期借入れによる収入 11,400 20,000 17,900

   長期借入金の返済による支出 △2,548 △3,799 △13,821

   配当金の支払額 △2,161 △1,731 △3,894

   少数株主への配当金の支払額 △307 △443 △686

   その他の収入又は支出 
   (支出：△)

△37 △38 △63

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

7,894 12,485 15,667

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
  換算差額

△29 57 169

Ⅴ 現金及び現金同等物 
  の増減額（減少：△）

△1,245 496 △3,309

Ⅵ 現金及び現金同等物 
  の期首残高

14,104 10,814 14,104

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び 
  現金同等物の増加額

20 ― 20

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

※１ 12,878 11,310 10,814
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

(1) 連結子会社の数32社

主要な連結子会社

㈱大同キャスティング

ス、フジオーゼックス

㈱、㈱ダイドー電子、大

同興業㈱、Daido Elect-

ronics(Thailand)Co., 

Ltd.、㈱大同ライフサー

ビス、DAIDO PDM (THAI- 

LAND)CO.,LTD.、大 同 ア

ミスター㈱、日本鍛工㈱

 なお、㈱ライフサポー

トについては、㈱大同ラ

イフサービスの一部事業

を移管することを目的と

して新規に設立したこと

に伴い、当中間連結会計

期間から連結子会社に含

めております。

(1) 連結子会社の数32社

主要な連結子会社

㈱大同キャスティング

ス、フジオーゼックス

㈱、㈱ダイドー電子、大

同興業㈱、Daido Elect-

ronics(Thailand)Co., 

Ltd.、㈱大同ライフサー

ビス、DAIDO PDM (THAI- 

LAND)CO.,LTD.、大 同 ア

ミスター㈱、日本鍛工㈱

 

(1) 連結子会社の数32社

主要な連結子会社

名は、「第１ 企業の

概況４ 関係会社の状

況」に記載されている

ため省略しておりま

す。

なお、㈱ライフサ

ポートについては、㈱

大同ライフサービスの

一部事業を移管するこ

とを目的として新規に

設立したことに伴い、

当連結会計年度から連

結子会社に含めており

ます。

(2) 主要な非連結子会社の

名称等

主要な非連結子会社

  大同電工（蘇州）有限

公司等

  （連結の範囲から除い

た理由）

  非連結子会社は、いず

れも小規模であり、合計

の総資産、売上高、中間

純損益（持分に見合う

額）および利益剰余金

(持分に見合う額)等は、

いずれも中間連結財務諸

表に重要な影響を及ぼし

ていないためでありま

す。

(2) 主要な非連結子会社の

名称等

  主要な非連結子会社

同左

(2) 主要な非連結子会社の

名称等

主要な非連結子会社

  大同電工（蘇州）有限

公司等

  （連結の範囲から除い

た理由）

  非連結子会社は、いず

れも小規模であり、合計

の総資産、売上高、当期

純損益（持分に見合う

額）および利益剰余金

(持分に見合う額)等は、

いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。
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項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

２ 持分法の適用に関

する事項

(1) 持分法適用の関連会社

の数８社

  主要な会社名

  日本精線㈱、理研製鋼

㈱、王子製鉄㈱、東北特

殊鋼㈱、丸太運輸㈱、桜

井興産㈱他２社。

(1) 持分法適用の関連会社

の数８社

  主要な会社名

  

同左

(1) 持分法適用の関連会社

の数８社

  主要な会社名

  

同左

(2) 持分法を適用しない非

連結子会社および関連会

社のうち主要な会社の名

称等

  大同電工（蘇州）有限

公司等

  （持分法を適用しない

理由） 

  持分法非適用会社は、

それぞれ中間純損益（持

分に見合う額）および利

益剰余金（持分に見合う

額）等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体とし

ても重要性がないため、

持分法の適用範囲から除

外しております。

(2) 持分法を適用しない非

連結子会社および関連会

社のうち主要な会社の名

称等

同左

(2) 持分法を適用しない非

連結子会社および関連会

社のうち主要な会社の名

称等

  大同電工（蘇州）有限

公司等

  （持分法を適用しない

理由）

  持分法非適用会社は、

それぞれ当期純損益（持

分に見合う額）および利

益剰余金（持分に見合う

額）等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体とし

ても重要性がないため、

持分法の適用範囲から除

外しております。

(3) 持分法適用会社のう

ち、中間決算日が中間連

結決算日と異なる会社に

ついては、各社の中間会

計期間に係る中間財務諸

表を使用しております。

(3)

同左

(3) 持分法適用会社のう

ち、決算日が連結決算日

と異なる会社について

は、各社の事業年度に係

る財務諸表を使用してお

ります。

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項

 連 結 子 会 社 の う ち、

DAIDO PDM(THAILAND)CO., 

LTD.、㈱大同機械製作所、 

天文大同特殊鋼股份有限公

司、DAIDO AMISTAR(M)SDN. 

BHD.、大同スペシャルメタ

ル㈱、DAIDO AMISTAR (S)  

PTE LTD、OHIO STAR FORGE 

CO.、Daido Steel (Ameri-

ca)Inc.の中間決算日は６

月30日であり、中間連結決

算日との差は３ヵ月以内で

あるため、当該連結子会社

の中間決算日現在の中間財

務諸表を基礎として連結を

行っております。 

 ただし、中間連結決算日

との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な

調整を行っております。

 連 結 子 会 社 の う ち、

DAIDO PDM(THAILAND)CO., 

LTD.、大同マシナリー㈱、 

天文大同特殊鋼股份有限公

司、DAIDO AMISTAR(M)SDN. 

BHD.、大同スペシャルメタ

ル㈱、DAIDO AMISTAR (S)  

PTE LTD、OHIO STAR FORGE 

CO.、Daido Steel (Ameri-

ca)Inc.の中間決算日は６

月30日であり、中間連結決

算日との差は３ヵ月以内で

あるため、当該連結子会社

の中間決算日現在の中間財

務諸表を基礎として連結を

行っております。 

 ただし、中間連結決算日

との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な

調整を行っております。

 

連 結 子 会 社 の う ち、

DAIDO PDM(THAILAND)CO.,  

LTD.、㈱大同機械製作所、

天文大同特殊鋼股份有限公

司、DAIDO AMISTAR(M)SDN. 

BHD.、大同スペシャルメタ

ル㈱、DAIDO AMISTAR (S)  

PTE LTD、OHIO STAR FORGE 

CO.、Daido Steel (Ameri-

ca)Inc.の決算日は12月31

日であり、連結決算日との

差は３ヵ月以内であるた

め、当該連結子会社の事業

年度に係る財務諸表を基礎

として連結を行っておりま

す。 

 ただし、連結決算日との

間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整

を行っております。
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項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 会計処理基準に関
する事項

(1) 重要な資産の評価
基準および評価方
法

① 有価証券  
その他有価証券

   時価のあるもの
   …主として中間決算

日の市場価格等に
基づく時価法(評
価差額は全部純資
産直入法により処
理し、売却原価は
移動平均法により
算定しておりま
す。)

① 有価証券  
その他有価証券

   時価のあるもの
   …同左

① 有価証券
  その他有価証券
   時価のあるもの
   …主として決算期末

日の市場価格等に
基づく時価法(評
価差額は全部純資
産直入法により処
理し、売却原価は
移動平均法により
算定しておりま
す。)

   時価のないもの
   …主として移動平均

法による原価法
なお、投資事業

有限責任組合およ
びそれに類する組
合への出資（証券
取引法第２条第２
項により有価証券
とみなされるも
の）については、
組合契約に規定さ
れる決算報告日に
応じて入手可能な
最近の決算書を基
礎とし、持分相当
額を純額で取り込
む方法によってお
ります。

   時価のないもの
   …主として移動平均

法による原価法
なお、投資事業

有限責任組合およ
びそれに類する組
合への出資（金融
商品取引法第２条
第２項により有価
証券とみなされる
もの）について
は、組合契約に規
定される決算報告
日に応じて入手可
能な最近の決算書
を基礎とし、持分
相当額を純額で取
り込む方法によっ
ております。

   時価のないもの
   …主として移動平均

法による原価法
なお、投資事業

有限責任組合およ
びそれに類する組
合への出資（証券
取引法第２条第２
項により有価証券
とみなされるも
の）については、
組合契約に規定さ
れる決算報告日に
応じて入手可能な
最近の決算書を基
礎とし、持分相当
額を純額で取り込
む方法によってお
ります。

② デリバティブ…時価法
③ 棚卸資産
  …主として総平均法に

よる原価法

② デリバティブ…同左
③ 棚卸資産
  …同左

② デリバティブ…同左
③ 棚卸資産
  …同左

(2) 重要な減価償却資
産の減価償却の方
法

① 有形固定資産
  当社および国内連結子
会社は、定率法 (ただ
し、平成10年４月１日以
降取得した建物(建物附
属設備を除く)は定額法)
によっております。

  ただし、当社の知多工
場、知多型鍛造工場、知
多帯鋼工場、一部の国内
連結子会社および在外連
結子会社は定額法によっ
ております。

  なお、主な耐用年数は
以下のとおりでありま
す。

  建物及び構築物
   … 7～60年
  機械装置及び運搬具
   … 3～17年

① 有形固定資産

同左

① 有形固定資産

同左
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項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

② 無形固定資産
 定額法によっておりま
す。
 なお、自社利用のソフ
トウェアについては、社
内における利用可能期間
(５年)に基づいておりま
す。

② 無形固定資産
同左

② 無形固定資産
同左

③ 長期前払費用

  均等償却によっておりま

す。
(3) 重要な引当金の計

上基準
① 貸倒引当金

 債権の貸倒による損失
に備えるため、主として
一般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額
を計上しております。

① 貸倒引当金
同左

① 貸倒引当金
同左

② 賞与引当金
 従業員および兼務役員
に支給する賞与に充てる
ため、主として支給対象
期間に応じた支給見込額
を計上しております。

② 賞与引当金
同左

② 賞与引当金
同左

＿＿＿＿＿＿＿＿
 
 
 

③ 退職給付引当金
 従業員の退職給付に備
えるため、当連結会計年
度末における退職給付債
務および年金資産の見込
額に基づき、当中間連結
会計期間末において発生
していると認められる額
を計上しております。
 数理計算上の差異は、
10年による定額法により
按分した額をそれぞれ発
生の翌連結会計年度から
費用処理しております。
 過去勤務債務は、10年
による定額法により按分
した額を費用処理してお
ります。

＿＿＿＿＿＿＿＿
 
 
 

③ 退職給付引当金
同左

③ 役員賞与引当金
  役員賞与の支出に備え
るため、当連結会計年度
における支給見込額に基
づき計上しております。

④ 退職給付引当金
  従業員の退職給付に備
えるため、当連結会計年
度末における退職給付債
務および年金資産の見込
額に基づき計上しており
ます。

  数理計算上の差異は、
10年による定額法により
按分した額をそれぞれ発
生の翌連結会計年度から
費用処理しております。
過去勤務債務は、10年

による定額法により按分
した額を費用処理してお
ります。

 
＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 
 
 

④ 役員退職慰労引当金
 役員の退職慰労金の支
出に備えるため、役員退
職慰労金規程に基づく当
中間連結会計期間末要支
給額を計上しておりま
す。

 
＿＿＿＿＿＿＿＿ 
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項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(4) 重要な外貨建の資

産または負債の本

邦通貨への換算の

基準

外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。

 なお、在外子会社等の資

産、負債、収益および費用

は、中間決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、

換算差額は純資産の部にお

ける為替換算調整勘定およ

び少数株主持分に含めてお

ります。

同左
 外貨建金銭債権債務は、

決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。 

 なお、在外子会社等の資

産、負債、収益および費用

は、決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は純資産の部における

為替換算調整勘定および少

数株主持分に含めておりま

す。

(5) 重要なリース取引

の処理方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、主

として通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理

によっております。

 

同左

 

同左

(6) 重要なヘッジ会計

の方法

① ヘッジ会計の方法

  金利スワップについて

特例処理の要件を満たし

ているため、特例処理に

よっております。

① ヘッジ会計の方法

同左

① ヘッジ会計の方法

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対

象

  当中間連結会計期間に

ヘッジ会計を適用したヘ

ッジ手段とヘッジ対象は

以下のとおりでありま

す。

  ヘッジ手段…金利スワ

        ップ

  ヘッジ対象…借入金

② ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  当連結会計年度にヘッ

ジ会計を適用したヘッジ

手段とヘッジ対象は以下

のとおりであります。

  ヘッジ手段…金利スワ

        ップ

  ヘッジ対象…借入金

③ ヘッジ方針

  金利変動リスクを一定

の範囲内でヘッジしてお

ります。

③ ヘッジ方針

同左

③ ヘッジ方針

同左

④ ヘッジ有効性評価の方

法

  金利スワップについて

は特例処理によっている

ため、有効性の評価を省

略しております。

④ ヘッジ有効性評価の方

法

同左

④ ヘッジ有効性評価の方

法

同左
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項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(7) 収益の計上基準 長期・大型の請負工事

(工期１年超・請負金額

５億円以上)については、

工事進行基準を採用してお

ります。

同左 同左

(8) その他中間連結財

務諸表（連結財務

諸表）作成のため

の重要な事項

消費税等の会計処理 

 消費税および地方消費税

の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

 なお、仮払消費税等およ

び仮受消費税等は相殺のう

え、流動資産または流動負

債「その他」に含めて表示

しております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理 

 消費税および地方消費税

の会計処理は、税抜方式に

よっております。

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連 結 キ ャ ッ シ

ュ・フ ロ ー 計 算

書)における資金

の範囲

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引き出し可

能な預金および容易に換金

可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３

ヵ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなってお

ります。

 

同左

 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金および容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヵ月

以内に償還期限の到来する

短期投資からなっておりま

す。
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（特別退職金に関する会計処理）
出向者の転籍に伴う特別退職金

は、従来、平成18年３月までの期限
付制度として特別損失にて計上して
おりましたが、当該制度が期限の定
めのない制度として延長されること
になったため、当中間連結会計期間
より販売費及び一般管理費として計
上する方法に変更いたしました。こ
の変更により販売費及び一般管理費
が842百万円増加し、営業利益およ
び経常利益はそれぞれ同額減少して
おります。
なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま
す。 
 

＿＿＿＿＿＿＿＿
（特別退職金に関する会計処理）
出向者の転籍に伴う特別退職金

は、従来、平成18年３月までの期限
付制度として特別損失にて計上して
おりましたが、当該制度が期限の定
めのない制度として延長されること
になったため、当連結会計年度より
販売費及び一般管理費として計上す
る方法に変更いたしました。この変
更により販売費及び一般管理費が
1,546百万円増加し、営業利益およ
び経常利益はそれぞれ同額減少して
おります。
なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま
す。

（貸借対照表の純資産の部の表示に （貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準）
当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する
会計基準」（企業会計基準第５号 
平成17年12月９日）および「貸借対
照表の純資産の部の表示に関する会
計基準等の適用指針」（企業会計基
準適用指針第８号 平成17年12月９
日）を適用しております。
これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、179,255百万円であり
ます。
なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部
については、中間連結財務諸表規則
の改正に伴い、改正後の中間連結財
務諸表規則により作成しておりま
す。 
 

＿＿＿＿＿＿＿＿
関する会計基準） 
 当連結会計年度より、「貸借対照
表の純資産の部の表示に関する会計
基準」（企業会計基準第５号 平成
17年12月９日）および「貸借対照表
の純資産の部の表示に関する会計基
準等の適用指針」（企業会計基準適
用指針第８号 平成17年12月９日）
を適用しております。 
 これまでの資本の部の合計に相当
する金額は、187,833百万円であり
ます。 
 なお、当連結会計年度における連
結貸借対照表の純資産の部について
は、連結財務諸表規則の改正に伴
い、改正後の連結財務諸表規則によ
り作成しております。

（投資事業組合に関する会計処理） 
 「投資事業組合に対する支配力基
準及び影響力基準の適用に関する実
務上の取扱い」（企業会計基準委員
会 実務対応報告第20号 平成18年
９月８日）が公表され、同日以後終
了する中間連結会計期間に係る中間
連結財務諸表から適用されたことに
伴い、当中間連結会計期間から同実
務対応報告を適用しております。 
 なお、これによる中間連結財務諸
表に与える影響は軽微であります。

＿＿＿＿＿＿＿＿ （投資事業組合に関する会計処理）
 「投資事業組合に対する支配力基
準及び影響力基準の適用に関する実
務上の取扱い」（企業会計基準委員
会 実務対応報告第20号 平成18年
９月８日）が公表され、同日以後終
了する連結会計年度に係る連結財務
諸表から適用されたことに伴い、当
連結会計年度から同実務対応報告を
適用しております。 
 なお、これによる当連結会計年度
における連結財務諸表に与える影響
は軽微であります。

（役員賞与に関する会計基準）
＿＿＿＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿ 当連結会計年度より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基準
第４号 平成17年11月29日）を適用
しております。この変更により営業
利益、経常利益および税金等調整前
当期純利益は、それぞれ252百万円
減少しております。 
 なお、セグメント情報に与える影
響は軽微であります。 
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前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（重要な減価償却資産の減価償却の
方法に関する会計処理）

＿＿＿＿＿＿＿＿  当社および国内連結子会社は、法
人税法の改正に伴い、当中間連結会
計期間より、平成19年４月１日以降
に取得した有形固定資産について、
改正後の法人税法に基づく減価償却
の方法に変更しております。これに
より、営業利益は106百万円、経常
利益および税金等調整前中間純利益
はそれぞれ110百万円減少しており
ます。 
 

＿＿＿＿＿＿＿＿

（役員退職慰労引当金に関する会計
処理）

＿＿＿＿＿＿＿＿ 当社および一部の連結子会社は、
当中間連結会計期間より、「租税特
別措置法上の準備金及び特別法上の
引当金又は準備金並びに役員退職慰
労引当金等に関する監査上の取扱
い」（監査・保証実務委員会報告第
42号 平成19年４月13日）を適用し
ております。これにより、営業利益
は28百万円、経常利益は80百万円、
税金等調整前中間純利益は591百万
円減少しております。

＿＿＿＿＿＿＿＿
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表示方法の変更 

  

 

  

追加情報 

  

 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

（中間連結貸借対照表関係） 

 前中間連結会計期間において固定負債「連結調整勘

定」として掲記していたものは、当中間連結会計期間よ

り「負ののれん」と表示しております。

（中間連結貸借対照表関係） 

 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
 前中間連結会計期間において、一部の連結子会社が計

上していた「役員退職慰労引当金」(前中間連結会計期

間713百万円)については固定負債「その他」に含めて表

示しておりましたが、当中間連結会計期間より区分掲記

しております。 

 

（中間連結損益計算書関係） 

 前中間連結会計期間において営業外収益「連結調整勘

定償却額」として掲記していたものは、当中間連結会計

期間より「負ののれん償却額」と表示しております。

（中間連結損益計算書関係）

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
  
 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 

 前中間連結会計期間において、一部の連結子会社が計

上していた「役員退職慰労引当金繰入額」(前中間連結

会計期間260百万円)については販売費及び一般管理費

「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間連結

会計期間より区分掲記しております。 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 前中間連結会計期間において営業活動によるキャッシ

ュ・フロー「連結調整勘定償却額」として掲記していた

ものは、当中間連結会計期間より「負ののれん償却額」

と表示しております。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 

 前中間連結会計期間において、一部の連結子会社が計

上していた「役員退職慰労引当金の増減額」(前中間連

結会計期間△41百万円)は営業活動によるキャッシュ・

フロー「その他の増減額」に含めて表示しておりました

が、当中間連結会計期間より区分掲記しております。

 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
 至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 
＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

当社および国内連結子会社は、法
人税法の改正に伴い、平成19年３月
31日以前に取得した資産について
は、改正前の法人税法に基づく減価
償却の方法の適用により取得価額の
５％に到達した連結会計年度の翌連
結会計年度より、取得価額の５％相
当額と備忘価額との差額を５年間に
わたり均等償却し、減価償却費に含
めて計上しております。 
 これにより、営業利益は703百万
円、経常利益および税金等調整前中
間純利益はそれぞれ725百万円減少
しております。

 
＿＿＿＿＿＿＿＿
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注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

(1)※１圧縮記帳額

    下記の圧縮記帳額を当該資

産の取得価額から控除してお

ります。

建物及び構築物 7百万円

機械装置及び

運搬具
1,241 〃

有形固定資産

その他
12 〃 

合計 1,260 〃

(1)※１圧縮記帳額

    下記の圧縮記帳額を当該資

産の取得価額から控除してお

ります。

建物及び構築物 7百万円

機械装置及び

運搬具
1,248 〃

有形固定資産

その他
12 〃 

合計 1,268 〃

(1)※１圧縮記帳額

    下記の圧縮記帳額を当該資

産の取得価額から控除してお

ります。

建物及び構築物 7百万円

機械装置及び

運搬具
1,263 〃

有形固定資産

その他
3 〃 

合計 1,273 〃

(2)※２担保資産および担保付債務

担保に供している資産は、

次のとおりであります。

(2)※２担保資産および担保付債務

担保に供している資産は、

次のとおりであります。

(2)※２担保資産および担保付債務

担保に供している資産は、

次のとおりであります。

 

 

現金及び預金 1百万円

建物及び構築物 3,021 〃

土地 2,878 〃

投資有価証券 2,130 〃

合計 8,032 〃

    担保付債務は、次のとおり

であります。

支払手形及び

買掛金
0百万円

短期借入金 2,052 〃

流動負債 

その他
3 〃

長期借入金 1,660 〃

合計 3,717 〃

上記のほか、土地（投資そ

の他の資産「その他」）102百

万円を特別目的会社である有

限会社タカクラ・ファンディ

ング・コーポレーション（以

下借主）の借入金2,547百万円

の担保に供しております。

 

 

現金及び預金 5百万円

建物及び構築物 2,810 〃

土地 2,107 〃

投資有価証券 9 〃

合計 4,932 〃

    担保付債務は、次のとおり

であります。

短期借入金 1,017百万円

流動負債 

その他
3 〃

長期借入金 1,317 〃

合計 2,338 〃

上記のほか、土地（投資そ

の他の資産「その他」）102百

万円を特別目的会社である有

限会社タカクラ・ファンディ

ング・コーポレーション（以

下借主）の借入金2,547百万円

の担保に供しております。

 

 

現金及び預金 1百万円

建物及び構築物 2,839 〃

土地 2,107 〃

投資有価証券 1,872 〃

合計 6,820 〃

    担保付債務は、次のとおり

であります。

支払手形及び

買掛金
1百万円

短期借入金 2,047 〃

流動負債 

その他
2 〃

長期借入金 1,456 〃

合計 3,508 〃

 上記のほか、土地（投資そ

の他の資産「その他」）102百

万円を特別目的会社である有

限会社タカクラ・ファンディ

ング・コーポレーション（以

下借主）の借入金2,547百万円

の担保に供しております。
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前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

    借主が借入金返済の期限の

利益を喪失した場合など、当

社は同債務を借主に代わり、

代位弁済することができま

す。代位弁済しない場合に

は、貸主は上記担保提供資産

の所有権を清算金（時価との

差額）による清算を伴って移

転させることにより同債務を

消滅させること（代物弁済）

を予約する契約を締結してお

ります。

    また、借主の借入金7,955百

万円(上記2,547百万円を含む)

に対して、匿名組合出資金

（「投資有価証券」）495百万

円、その他（投資その他の資

産「その他」）256百万円に質

権が設定されております。

    借主が借入金返済の期限の

利益を喪失した場合など、当

社は同債務を借主に代わり、

代位弁済することができま

す。代位弁済しない場合に

は、貸主は上記担保提供資産

の所有権を清算金（時価との

差額）による清算を伴って移

転させることにより同債務を

消滅させること（代物弁済）

を予約する契約を締結してお

ります。

    また、借主の借入金7,470百

万円(上記2,547百万円を含む)

に対して、匿名組合出資金

（「投資有価証券」）495百万

円、その他（投資その他の資

産「その他」）338百万円に質

権が設定されております。

    借主が借入金返済の期限の

利益を喪失した場合など、当

社は同債務を借主に代わり、

代位弁済することができま

す。代位弁済しない場合に

は、貸主は上記担保提供資産

の所有権を清算金（時価との

差額）による清算を伴って移

転させることにより同債務を

消滅させること（代物弁済）

を予約する契約を締結してお

ります。

    また、借主の借入金7,712百

万円（上記2,547百万円を含

む）に対して、匿名組合出資

金（「投資有価証券」）495百

万円、その他（投資その他の

資産「その他」）292百万円に

質権が設定されております。

 

(3) 偶発債務

 ① 保証債務

  下記会社等の借入金につい

て、保証を行っております。

 ( )は連結会社負担分でありま

す。

 従業員 2,076百万円

 (住宅融資他) (2,076 〃 )

 大同電工(蘇州)

 有限公司

600

(600

 〃 

 〃 )

 ORIENTAL 

 SHIMOMURA 

 DRAWING SDN.

 BHD.

432

(432

 〃 

 〃 )

※東海特殊鋼㈱ 150 〃

(15 〃 )

その他(２社) 174 〃

(174 〃 )

合計 3,434 〃

(3,299 〃 )

※ 東海特殊鋼㈱に対する保証に

ついては、複数の保証人がいる

連帯保証債務であります。

 

(3) 偶発債務

 ① 保証債務

  下記会社等の借入金につい

て、保証を行っております。

 ( )は連結会社負担分でありま

す。

 従業員 1,789百万円

 (住宅融資他) (1,789 〃 )

 大同電工(蘇州)

 有限公司

542

(542

 〃 

 〃 )

 ORIENTAL 

 SHIMOMURA 

 DRAWING SDN.

 BHD.

393

(393

 〃 

 〃 )

その他(３社) 216 〃

(216 〃 )

合計 2,942 〃

(2,942 〃 )
 

(3) 偶発債務

 ① 保証債務

  下記会社等の借入金につい

て、保証を行っております。

 ( )は連結会社負担分でありま

す。

 従業員 1,909百万円

 (住宅融資他) (1,909 〃 )

 大同電工(蘇州)

 有限公司

509

(509

 〃 

 〃 )

 ORIENTAL 

 SHIMOMURA 

 DRAWING SDN.

 BHD.

296

(296

 〃 

 〃 )

その他(３社) 271 〃

(271 〃 )

合計 2,987 〃

(2,987 〃 )

② 手形債権流動化に伴う買戻し

義務額

567百万円

② 手形債権流動化に伴う買戻し

義務額

612百万円

② 手形債権流動化に伴う買戻し

義務額

458百万円
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前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

③ 有限会社タカクラ・ファンデ

ィング・コーポレーションに対

して、同社の有する建物が天災

地変により滅失または毀損した

場合、524百万円を累積限度と

する追加出資義務(匿名組合契

約)を負っております。

③

同左

③

同左

④ 瑕疵担保責任

平成18年１月に当社の連結子

会社であった特殊発條興業㈱の

当社保有全株式を日本発条㈱へ

譲渡したことに伴い、譲渡日以

前の事象に起因する特殊発條興

業㈱の製造物責任・土壌汚染等

について、譲渡先に対し3,200

百万円を上限とする瑕疵担保責

任（譲渡日から最大10年間）を

負担しております。

譲渡に際しては、当社、特殊

発條興業㈱および譲渡先の合意

の下、充分な事前調査を行って

おり、現時点では譲渡先および

第三者に対して損失補償の負担

が現実に発生する可能性は極め

て低いと考えられます。

④ 

同左

④

同左

 

(4)※３期末日満期手形等の処理

当中間連結会計期間末日

は、金融機関の休日でありま

すが、満期日に決済が行われ

たものとして処理しておりま

す。

当中間連結会計期間末残高

から除かれている当中間連結

会計期間末日満期手形等は、

次のとおりであります。

受取手形及び

売掛金

12,028 百万円

支払手形及び

買掛金

6,000 〃

流動負債

その他

182 〃

なお、売掛金、買掛金、流

動負債「その他」は、期日に

現金で回収、もしくは支払い

するものであります。

 

(4)※３中間連結会計期間末日満期
手形等の会計処理
当中間連結会計期間末日

は、金融機関の休日でありま

すが、満期日に決済が行われ

たものとして処理しておりま

す。

当中間連結会計期間末残高

から除かれている当中間連結

会計期間末日満期手形等は、

次のとおりであります。

受取手形及び

売掛金

14,804 百万円

支払手形及び

買掛金

9,413 〃

流動負債

その他

131 〃

なお、売掛金、買掛金、流

動負債「その他」は、期日に

現金で回収、もしくは支払い

するものであります。

 

(4)※３連結会計年度末日満期手形
等の会計処理
当連結会計年度末日は、金

融機関の休日でありますが、

連結会計年度末日満期手形等

の会計処理は、満期日に決済

が行われたものとして処理し

ております。

当連結会計年度末残高から

除かれている当連結会計年度

末日満期手形等は、次のとお

りであります。

受取手形及び

売掛金

12,033 百万円

支払手形及び

買掛金

6,367 〃

流動負債

その他

203 〃

なお、売掛金、買掛金、流

動負債「その他」は、期日に

現金で回収、もしくは支払い

するものであります。
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(中間連結損益計算書関係) 

  

   
  

(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項 

   
（注）１ 普通株式の自己株式の株式数の増加47千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２ 普通株式の自己株式の株式数の減少9千株は、単元未満株式の買増し請求による減少であります。 

  
２ 新株予約権および自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 
  
３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

(1)※１固定資産売却益
固定資産売却益の内容は次

のとおりであります。
建物及び 
構築物

4 百万円

土地 100  〃
合計 105  〃

 

(1)※１固定資産売却益
固定資産売却益の内容は次

のとおりであります。
土地 718 百万円

(1)※１固定資産売却益
固定資産売却益の内容は次

のとおりであります。
建物及び  
構築物

4 百万円

機械装置及
び運搬具

0 〃

土地 205 〃
合計 209 〃

＿＿＿＿＿＿＿＿ (2)※２退職給付費用
特別損失に計上した退職給

付費用は、連結子会社１社に

おける、退職給付会計に係る

簡便法から原則法への変更に

伴う差額であります。

＿＿＿＿＿＿＿＿

株式の種類
前連結会計年度末

株式数（千株）

当中間連結会計期間

増加株式数（千株）

当中間連結会計期間

減少株式数（千株）

当中間連結会計

期間末株式数(千株)

発行済株式

普通株式 434,487 ― ― 434,487

自己株式

普通株式 493 47 9 531

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 2,170 5.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年10月30日 
取締役会

普通株式 1,736 利益剰余金 4.00 平成18年９月30日 平成18年12月11日
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当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１ 発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項 

   
（注）１ 普通株式の自己株式の株式数の増加56千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２ 普通株式の自己株式の株式数の減少10千株は、単元未満株式の買増し請求による減少であります。 

  
２ 新株予約権および自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 
  
３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

株式の種類
前連結会計年度末

株式数（千株）

当中間連結会計期間

増加株式数（千株）

当中間連結会計期間

減少株式数（千株）

当中間連結会計

期間末株式数(千株)

発行済株式

普通株式 434,487 ― ― 434,487

自己株式

普通株式 564 56 10 610

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 1,736 4.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年10月30日 
取締役会

普通株式 1,735 利益剰余金 4.00 平成19年９月30日 平成19年12月７日
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前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項 

 
（注）１ 普通株式の自己株式の株式数の増加91千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２ 普通株式の自己株式の株式数の減少20千株は、単元未満株式の買増し請求による減少であります。 

  
２ 新株予約権および自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 
  
３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

株式の種類
前連結会計年度末

株式数（千株）

当連結会計年度

増加株式数（千株）

当連結会計年度

減少株式数（千株）

当連結会計年度末

株式数(千株)

発行済株式

普通株式 434,487 ― ― 434,487

自己株式

普通株式 493 91 20 564

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 2,170 5.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年10月30日 
取締役会

普通株式 1,736 4.00 平成18年９月30日 平成18年12月11日

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 1,736 利益剰余金 4.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照

表に掲記されている科目の

金額との関係

(平成18年９月30日)

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照

表に掲記されている科目の

金額との関係

(平成19年９月30日)

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との

関係

(平成19年３月31日)

現金及び預金勘定 13,697百万円

預入期間が３ヵ月を 

超える定期預金
△819 〃

現金及び現金同等物 12,878 〃

現金及び預金勘定 12,432百万円

預入期間が３ヵ月を

超える定期預金
△1,122 〃

現金及び現金同等物 11,310 〃

現金及び預金勘定 11,834百万円

預入期間が３ヵ月を 

超える定期預金
△1,019 〃

現金及び現金同等物 10,814 〃
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(リース取引関係) 

  
前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(1) 借主側
・リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引
① リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額および中間
期末残高相当額

(1) 借主側
・リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引
① リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額および中間
期末残高相当額

(1) 借主側
・リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引
① リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額および期末
残高相当額

 

取得価額

相当額

(百万円)

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期末 

残高 

相当額 

(百万円)

機械装置 

及び運搬具
1,035 449 586

有形固定資

産その他 

(工具器具 

及び備品)

1,342 698 644

無形固定資

産(ソフト 

ウェア)

782 515 267

合計 3,161 1,662 1,498

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。

 

取得価額

相当額

(百万円)

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期末

残高 

相当額 

(百万円)

機械装置 

及び運搬具
875 429 446

有形固定資

産その他 

(工具器具 

及び備品)

1,586 753 832

無形固定資

産(ソフト 

ウェア)

631 381 249

合計 3,093 1,564 1,528

(注) 

同左  

取得価額
相当額

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額
(百万円)

期末残高
相当額

(百万円)

機械装置及
び運搬具

942 424 518

有形固定資
産その他 
(工具器具 
及び備品)

1,570 650 920

無形固定資
産(ソフト
ウェア)

674 388 285

合計 3,187 1,463 1,724

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により

算定しております。

 

② 未経過リース料中間期末残高
相当額
１年内 511百万円
１年超 987 〃

合計 1,498 〃

(注) 未経過リース料中間期末残高
相当額は、未経過リース料中間
期末残高が有形固定資産の中間
期末残高等に占める割合が低い
ため、支払利子込み法により算
定しております。

 

② 未経過リース料中間期末残高
相当額
１年内 564百万円
１年超 964 〃

合計 1,528 〃

(注) 

同左

 

② 未経過リース料期末残高
相当額等
１年内 533百万円
１年超 1,191 〃

合計 1,724 〃

(注) 未経過リース料期末残高相当
額は、未経過リース料期末残高
が有形固定資産の期末残高等に
占める割合が低いため、支払利
子込み法により算定しておりま
す。

 

③ 支払リース料および減価償却費
相当額
支払リース料 560百万円

減価償却費相当額 560 〃
 

③ 支払リース料および減価償却費
相当額
支払リース料 313百万円

減価償却費相当額 313 〃

③ 支払リース料、リース資産減損
勘定の取崩額および減価償却費相
当額
支払リース料 896百万円
リース資産減損 
勘定の取崩額

17 〃

減価償却費相当額 878 〃

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

・オペレーティング・リース取引
  未経過リース料
 １年内 66百万円
 １年超 172 〃

 合計 238 〃

・オペレーティング・リース取引
  未経過リース料
 １年内 84百万円
 １年超 181 〃

 合計 265 〃

・オペレーティング・リース取引
  未経過リース料
 １年内 88百万円
 １年超 203 〃

 合計 291 〃
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前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(2) 貸主側

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額、減価償

却累計額および中間期末残高

(2) 貸主側

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額、減価償

却累計額および中間期末残高

(2) 貸主側

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額、減価償

却累計額および期末残高

取得価額

(百万円)

減価償却

累計額 

(百万円)

中間期末 

残高 

(百万円)

機械装置 

及び運搬具
376 232 144

有形固定資

産その他 

(工具器具 

及び備品)

4 2 2

合計 381 235 146

取得価額

(百万円)

減価償却

累計額 

(百万円)

中間期末

残高 

(百万円)

機械装置 

及び運搬具
412 248 164

有形固定資

産その他 

(工具器具 

及び備品)

15 7 8

合計 428 255 173

取得価額

(百万円)

減価償却

累計額 

(百万円)

期末残高

(百万円)

機械装置 

及び運搬具
390 237 152

有形固定資

産その他 

(工具器具 

及び備品)

15 5 9

合計 405 243 161

 

② 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 96百万円

１年超 142 〃

合計 239 〃

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間

期末残高および見積残存価額の

残高の合計額が営業債権の中間

期末残高等に占める割合が低い

ため、受取利子込み法により算

定しております。

 

② 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 97百万円

１年超 134 〃

合計 232 〃

(注) 

同左

 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 96百万円

１年超 127 〃

合計 224 〃

(注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高

および見積残存価額の残高の合

計額が営業債権の期末残高等に

占める割合が低いため、受取利

子込み法により算定しておりま

す。

③ 受取リース料および減価償却費

受取リース料 53百万円

減価償却費 29 〃

③ 受取リース料および減価償却費

受取リース料 53百万円

減価償却費 35 〃

③ 受取リース料および減価償却費

受取リース料 108百万円

減価償却費 72 〃
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(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
  

２ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 
  

 
  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
  

２ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 
  

 
  

取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 12,786 39,753 26,967

(2) 債券

① 国債・地方債等 ― ― ―

② 社債 ― ― ―

③ その他 6 6 0

(3) その他 ― ― ―

合計 12,792 39,759 26,967

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

非上場株式 8,943

取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 27,754 52,365 24,611

(2) 債券

① 国債・地方債等 ― ― ―

② 社債 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 27,754 52,365 24,611

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

①非上場株式 6,436

②社債 20

合計 6,456
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前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 17,529 44,656 27,126

(2) 債券

① 国債・地方債等 ― ― ―

② 社債 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 17,529 44,656 27,126

連結貸借対照表計上額
(百万円)

非上場株式 8.939
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(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 通貨関連 

  

 
(注) 時価の算定方法は先物為替相場によっております。 

  

２ 金利関連 

  
ヘッジ会計が適用されているため、記載対象から除いております。 

  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

１ 通貨関連 

  

 
(注) 時価の算定方法は先物為替相場によっております。 

２ 金利関連 

  
ヘッジ会計が適用されているため、記載対象から除いております。 

区分 取引の種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超(百万円)

時価(百万円)
評価損益
(百万円)

市場取引以外の取引

為替予約取引

売建

米ドル 4,175 ― 4,275 △100

ユーロ 37 ― 38 △0

香港ドル 14 ― 14 △0

シンガポールドル 1 ― 1 △0

買建

米ドル 1,097 ― 1,121 24

ユーロ 93 ― 96 3

香港ドル 2 ― 2 0

タイバーツ 0 ― 0 0

合計 ― ― ― △73

区分 取引の種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超(百万円)

時価(百万円)
評価損益
(百万円)

市場取引以外の取引

為替予約取引

売建

米ドル 3,777 ― 3,693 83

香港ドル 16 ― 16 0

シンガポールドル 2 ― 2 0

買建

米ドル 1,153 ― 1,139 △14

ユーロ 38 ― 41 2

香港ドル 1 ― 1 △0

タイバーツ 0 ― 0 0

合計 ― ― ― 71
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前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

１ 通貨関連 

  

 
(注) 時価の算定方法は先物為替相場によっております。 

２ 金利関連 

  
 ヘッジ会計が適用されているため、記載対象から除いております。 
  

  

区分 取引の種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超(百万円)

時価(百万円)
評価損益
(百万円)

市場取引以外の取引

為替予約取引

売建

米ドル 3,104 ― 3,078 25

ユーロ 36 ― 36 △0

香港ドル 14 ― 13 0

シンガポールドル 1 ― 1 △0

買建

 米ドル 1,052 ― 1,039 △13

ユーロ 76 41 77 0

香港ドル 2 ― 2 0

合計 ― ― ― 12
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

  

 
  

当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 

  

 
  

前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

  

 
  

特殊鋼 
鋼材

電子・
磁性材料

自動車部
品・産業
機械部品

エンジニ
アリング

新素材
流通・
サービス

計
消去また
は全社

連結

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

137,040 29,505 52,244 17,714 5,748 6,831 249,084 ― 249,084

(2) セグメント間の内部
売上高または振替高

14,504 302 12,637 776 422 4,202 32,847 (32,847) ―

計 151,545 29,808 64,881 18,491 6,170 11,034 281,931 (32,847) 249,084

営業費用 144,236 28,718 59,388 17,240 5,461 10,126 265,171 (32,818) 232,352

営業利益 7,308 1,090 5,493 1,251 709 907 16,760 (28) 16,731

特殊鋼 
鋼材

電子・
磁性材料

自動車部
品・産業
機械部品

エンジニ
アリング

新素材
流通・
サービス

計
消去また
は全社

連結

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

157,338 39,525 57,192 17,110 7,909 5,428 284,505 ― 284,505

(2) セグメント間の内部
売上高または振替高

18,506 526 17,813 553 377 4,282 42,060 (42,060) ―

計 175,845 40,052 75,005 17,663 8,287 9,711 326,565 (42,060) 284,505

営業費用 172,389 36,877 69,388 16,826 6,533 8,826 310,841 (42,061) 268,780

営業利益 3,456 3,175 5,617 836 1,753 885 15,723 1 15,724

特殊鋼 
鋼材

電子・
磁性材料

自動車部
品・産業
機械部品

エンジニ
アリング

新素材
流通・
サービス

計
消去また
は全社

連結

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

287,753 64,453 107,045 37,200 13,858 12,308 522,620 ― 522,620

(2) セグメント間の内部
売上高または振替高

29,680 744 23,074 1,139 699 8,337 63,676 (63,676) ―

計 317,433 65,197 130,120 38,340 14,558 20,646 586,296 (63,676) 522,620

営業費用 305,718 61,844 119,579 36,025 12,246 19,132 554,547 (63,627) 490,919

営業利益 11,714 3,352 10,541 2,314 2,312 1,514 31,749 (49) 31,700
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(注) １ 事業区分の方法 

   当社グループの事業区分の方法は、事業内容別に６部門にセグメンテーションしております。 

２ 各区分に属する主要な事業内容 

 
３ 会計処理の方法の変更 

      (前中間連結会計期間) 

特別退職金に関する会計処理の変更 

    「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、出向者の転籍に伴う

特別退職金は、従来、平成18年３月までの期限付制度として特別損失に計上しておりましたが、当該制度

が期限の定めのない制度として延長されることになったため、当中間連結会計期間より販売費及び一般管

理費として計上する方法に変更いたしました。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当

中間連結会計期間の営業費用は、特殊鋼鋼材が580百万円、電子・磁性材料が56百万円、自動車部品・産

業機械部品が155百万円、エンジニアリングが16百万円、新素材が32百万円増加し、営業利益が同額減少

しております。 

     

      (当中間連結会計期間)  

記載すべき事項はありません。 

     

      (前連結会計年度) 

特別退職金に関する会計処理の変更 

    「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、出向者の転籍に伴う特別

退職金は、従来、平成18年３月までの期限付制度として特別損失に計上しておりましたが、当該制度が期

限の定めのない制度として延長されることになったため、当連結会計年度より販売費及び一般管理費とし

て計上する方法に変更いたしました。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当連結会計

年度の営業費用は、特殊鋼鋼材が1,063百万円、電子・磁性材料が114百万円、自動車部品・産業機械部品

が275百万円、エンジニアリングが29百万円、新素材が63百万円増加し、営業利益が同額減少しておりま

す。 

事業区分 主要な事業内容

特殊鋼鋼材

・自動車、産業機械および電気機械向け部品用材料、建設用材料、

溶接用材料

・特殊鋼鋼材加工、流通

・原材料販売

・運輸、物流

電子・磁性材料
・高合金製品、電気・電子部品用材料、磁材製品(OA・FA用モータ

ー、自動車用メーター・センサー、計測機器用部品等)

自動車部品・産業機械部品

・型鍛造品、熱間精密鍛造品および鋼機製品(自動車、ベアリング向

け部品等)

・自由鍛造品(船舶・産業機械・電機・鉄鋼・化工機・石油掘削用部

品、宇宙・航空機用部品等)

・鋳鋼品(鉄道用マンガンレール、自動車・産業機械・電機・各種炉

用部品、高級鋳鋼品等)

・精密鋳造品(自動車・産業機械・電機・通信機器用部品、チタンゴ

ルフヘッド等)

・製材用帯鋸

・エンジンバルブ

・圧縮機器、油圧機器、工作機械部品

エンジニアリング

・鉄鋼設備、各種工業炉ならびにその付帯設備、環境関連設備(排

水・排ガス・廃棄物等の処理設備)、工作機械等

・機械設備の保守管理

新素材
・粉末製品、チタン材料製品、形状記憶合金等

・開発製品

流通・サービス

・グループ会社製品の販売、福利厚生サービス、不動産・保険事業

・ゴルフ場経営

・分析事業、ソフト外販事業
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【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成19年

４月１日 至平成19年９月30日)および前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

 全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、開示を省略しており

ます。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

  

 
  

当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 

  

 
  

前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

(1) 北米…アメリカ、カナダ 

(2) アジア…台湾、韓国、タイ、マレーシア、中国ほか 

(3) その他の地域…イタリア、イギリス、ドイツほか 

３ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

  

北米 アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 7,581 21,916 2,960 32,458

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 249,084

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

3.0 8.8 1.2 13.0

北米 アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 7,835 26,065 4,904 38,805

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 284,505

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

2.8 9.2 1.6 13.6

北米 アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 15,446 46,315 6,912 68,674

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 522,620

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

3.0 8.9 1.2 13.1
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(１株当たり情報) 

  

 
(注)１ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。 

   ２ １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  ３ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 413円08銭 １株当たり純資産額 434円51銭 １株当たり純資産額 432円89銭

１株当たり
中間純利益金額

23円32銭
１株当たり
中間純利益金額

8円29銭
１株当たり
当期純利益金額

45円06銭

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間(当期)純利益 
(百万円)

10,122 3,596 19,552

普通株式に帰属しない
金額(百万円)

― ― ―

普通株式に係る中間
(当期)純利益(百万円)

10,122 3,596 19,552

普通株式の期中平均株
式数(千株)

433,973 433,903 433,957

前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

純資産の部の合計額
(百万円)

196,490 206,241 205,292

純資産の部の合計額
から控除する金額 
(百万円)

17,233 17,716 17,453

（うち少数株主持分） (17,233) (17,716) (17,453)

普通株式に係る中間期
末(期末)の純資産額 
（百万円）

179,257 188,524 187,839

１株当たり純資産額の
算定に用いられた中間
期末(期末)の普通株式
の数（千株）

433,956 433,876 433,923

─ 51 ─



(重要な後発事象)  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

＿＿＿＿＿＿＿＿

(王子製鉄株式会社の株式譲渡)

１ 事業分離の概要

 平成19年９月26日開催の取締役

会において、持分法適用関連会社

である王子製鉄株式会社の当社保

有の全株式を新日本製鐵株式会社

に譲渡することを決議し、同日付

で株式譲渡基本合意書を締結して

おります。同合意書に基づき、平

成19年11月20日に株式譲渡契約を

締結し、平成19年11月30日に株式

を売却いたしました。

＿＿＿＿＿＿＿＿

(1) 分離先企業の名称 

  王子製鉄株式会社

(2) 分離した事業の内容

  普通鋼平鋼の製造、販売

(3) 事業分離を行った主な理由

   今回の株式譲渡は、限られた

経営資源の「選択と集中」を図

るためのものであります。王子

製鉄株式会社は電炉メーカーと

しての類似点はあるものの普通

鋼メーカーであるため、当社の

コア事業である特殊鋼鋼材とは

市場が異なり、シナジー効果が

少ない事業となっております。

   このため、グループ内に普通

鋼電炉メーカーを抱える新日本

製鐵株式会社への譲渡により王

子製鉄株式会社が新日本製鐵グ

ループ内でシナジー効果を発揮

し、より発展するものであると

の判断によるものです。

(4) 事業分離日

 平成19年11月30日(株式譲渡日)

(5) 事業分離の方法

  持分法適用関連会社株式の譲渡 

 当社が所有する王子製鉄株式

会社の全株式を新日本製鐵株式

会社へ譲渡いたしました。

２ 実施予定の会計処理の概要

 王子製鉄株式会社の株式を新日

本製鐵株式会社へ売却することに

伴い、次の売却益が当連結会計年

度に発生いたします。

  売却価額    14,865百万円

  連結上の簿価等 14,619百万円

  売却益       245百万円

３ 当中間連結会計期間の中間連結

 損益計算書に計上されている分

 離した会社に係る持分法による

 投資利益

              197百万円
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２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,739 2,865 2,687

 ２ 受取手形 ※４ 2,763 1,973 2,259

 ３ 売掛金 ※４ 67,515 79,646 82,712

 ４ 棚卸資産 70,507 88,472 75,512

 ５ 繰延税金資産 2,455 2,244 2,280

 ６ その他 16,726 14,974 14,826

   流動資産合計 162,707 46.5 190,177 47.5 180,279 47.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 ※２ 21,755 23,072 22,236

  (2) 機械及び装置 ※２ 50,499 52,783 51,279

  (3) 土地 11,617 11,554 11,612

  (4) その他 ※２ 11,473 12,213 12,847

   有形固定資産合計 95,345 99,623 97,975

 ２ 無形固定資産 373 341 382

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 42,176 53,709 47,481

  (2) 関係会社株式 24,049 24,077 24,049

  (3) その他 ※３ 25,644 32,131 28,478

    貸倒引当金 △123 △99 △97

   投資その他の 
   資産合計

91,747 109,819 99,911

   固定資産合計 187,466 53.5 209,784 52.5 198,269 52.4

    資産合計 350,173 100.0 399,962 100.0 378,548 100.0
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前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※４ 6,719 9,177 7,588

 ２ 買掛金 ※４ 50,988 70,944 68,735

 ３ 短期借入金 50,080 51,270 56,160

 ４ 未払法人税等 1,865 2,078 1,305

 ５ 賞与引当金 4,440 3,820 3,920

 ６ 役員賞与引当金 ― ― 90

 ７ 受注工事損失引当金 293 557 434

 ８ その他 ※４ 22,860 30,910 32,618

   流動負債合計 137,248 39.2 168,759 42.2 170,853 45.1

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 20,000 20,000 20,000

 ２ 長期借入金 54,100 64,400 44,400

 ３ 繰延税金負債 9,323 10,276 10,425

 ４ 役員退職慰労引当金 ― 447 ―

 ５ その他 46 46 46

   固定負債合計 83,470 23.8 95,169 23.8 74,871 19.8

    負債合計 220,718 63.0 263,929 66.0 245,725 64.9
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前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 37,172 10.6 37,172 9.3 37,172 9.8

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 9,293 9,293 9,293

  (2) その他資本剰余金 19,407 19,412 19,409

   資本剰余金合計 28,700 8.2 28,706 7.2 28,702 7.6

 ３ 利益剰余金

    その他利益剰余金

    特別償却準備金 237 191 231

    圧縮記帳積立金 1,663 1,503 1,577

    別 途 積 立 金 36,000 44,000 36,000

    繰越利益剰余金 10,827 10,278 14,011

   利益剰余金合計 48,728 13.9 55,974 14.0 51,820 13.7

 ４ 自己株式 △205 △0.0 △275 △0.1 △233 △0.1

   株主資本合計 114,396 32.7 121,577 30.4 117,462 31.0

Ⅱ 評価・換算差額等

     その他有価証券 
     評価差額金

15,058 4.3 14,455 3.6 15,361 4.1

   評価・換算差額等 
   合計

15,058 4.3 14,455 3.6 15,361 4.1

   純資産合計 129,455 37.0 136,032 34.0 132,823 35.1

   負債純資産合計 350,173 100.0 399,962 100.0 378,548 100.0
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② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 154,594 100.0 188,917 100.0 332,560 100.0

Ⅱ 売上原価 132,171 85.5 167,760 88.8 288,967 86.9

   売上総利益 22,422 14.5 21,156 11.2 43,592 13.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 14,646 9.5 14,135 7.5 29,274 8.8

   営業利益 7,776 5.0 7,020 3.7 14,318 4.3

Ⅳ 営業外収益 ※１ 2,508 1.6 3,083 1.6 4,568 1.4

Ⅴ 営業外費用 ※２ 1,339 0.8 1,942 1.0 2,872 0.9

   経常利益 8,945 5.8 8,161 4.3 16,014 4.8

Ⅵ 特別利益 5 0.0 1,039 0.5 51 0.0

Ⅶ 特別損失 0 0.0 426 0.2 4 0.0

   税引前中間(当期) 
   純利益

8,950 5.8 8,774 4.6 16,061 4.8

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,933 2,367 3,150

   法人税等調整額 1,050 2,984 1.9 516 2,884 1.5 2,116 5,266 1.6

   中間(当期)純利益 5,966 3.9 5,889 3.1 10,794 3.2
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③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金
利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計
その他利益剰余金

資本 
準備金

その他資
本剰余金

特別償却 
準備金

圧縮記帳 
積立金

別途 
積立金

繰越利益 
剰余金

平成18年３月31日残高  (百万円) 37,172 9,293 19,403 297 1,984 23,000 19,760 △164 110,747

中間会計期間中の変動額

利益処分による特別償却準備金の積立 92 △92 ─

特別償却準備金の積立 5 △5 ─

利益処分による特別償却準備金の取崩 △98 98 ─

特別償却準備金の取崩 △59 59 ─

利益処分による圧縮記帳積立金の取崩 △229 229 ─

圧縮記帳積立金の取崩 △91 91 ─

利益処分による別途積立金の積立 13,000 △13,000 ─

利益処分による剰余金の配当 △2,170 △2,170

利益処分による役員賞与 △110 △110

中間純利益 5,966 5,966

自己株式の取得 △45 △45

自己株式の処分 3 4 8

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計

             (百万円)
─ ─ 3 △59 △   321 13,000 △8,933 △40 3,648

平成18年９月30日残高   (百万円) 37,172 9,293 19,407 237 1,663 36,000 10,827 △  205 114,396

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金

平成18年３月31日残高  (百万円) 15,805 126,553

中間会計期間中の変動額

利益処分による特別償却準備金の積立 ─

特別償却準備金の積立 ─

利益処分による特別償却準備金の取崩 ─

特別償却準備金の取崩 ─

利益処分による圧縮記帳積立金の取崩 ─

圧縮記帳積立金の取崩 ─

利益処分による別途積立金の積立 ─

利益処分による剰余金の配当 △2,170

利益処分による役員賞与 △110

中間純利益 5,966

自己株式の取得 △45

自己株式の処分 8

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額）
△747 △747

中間会計期間中の変動額合計

             (百万円)
△747 2,901

平成18年９月30日残高   (百万円) 15,058 129,455
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当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金
利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計

その他利益剰余金

資本 
準備金

その他資
本剰余金

特別償却 
準備金

圧縮記帳 
積立金

別途 
積立金

繰越利益 
剰余金

平成19年３月31日残高  (百万円) 37,172 9,293 19,409 231 1,577 36,000 14,011 △233 117,462

中間会計期間中の変動額

特別償却準備金の取崩 △40 40 ─

圧縮記帳積立金の取崩 △73 73 ─

別途積立金の積立 8,000 △8,000 ─

剰余金の配当 △1,736 △1,736

中間純利益 5,889 5,889

自己株式の取得 △47 △47

自己株式の処分 3 5 8

株主資本以外の項目の中間会計 

期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計 

             (百万円)
─ ─ 3 △40 △73 8,000 △3,732 △41 4,115

平成19年９月30日残高   (百万円) 37,172 9,293 19,412 191 1,503 44,000 10,278 △275 121,577

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金

平成19年３月31日残高  (百万円) 15,361 132,823

中間会計期間中の変動額

特別償却準備金の取崩 ─

圧縮記帳積立金の取崩 ─

別途積立金の積立 ─

剰余金の配当 △1,736

中間純利益 5,889

自己株式の取得 △47

自己株式の処分 8

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額）
△905 △905

中間会計期間中の変動額合計

             (百万円)
△905 3,209

平成19年９月30日残高   (百万円) 14,455 136,032
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前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金
利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計
その他利益剰余金

資本 
準備金

その他資
本剰余金

特別償却 
準備金

圧縮記帳 
積立金

別途 
積立金

繰越利益 
剰余金

平成18年３月31日残高  (百万円) 37,172 9,293 19,403 297 1,984 23,000 19,760 △164 110,747

事業年度中の変動額

利益処分による特別償却準備金の積立 92 △92 ─

特別償却準備金の積立 58 △58 ─

利益処分による特別償却準備金の取崩 △98 98 ─

特別償却準備金の取崩 △118 118 ─

利益処分による圧縮記帳積立金の取崩 △229 229 ─

圧縮記帳積立金の取崩 △181 181 ─

圧縮記帳積立金の積立 3 △3 ─

利益処分による別途積立金の積立 13,000 △13,000 ─

利益処分による剰余金の配当 △2,170 △2,170

剰余金の配当 △1,736 △1,736

利益処分による役員賞与 △110 △110

当期純利益 10,794 10,794

自己株式の取得 △79 △79

自己株式の処分 6 9 15

株主資本以外の項目の事業年度中の

変動額（純額）

事業年度中の変動額合計

             (百万円)
─ ─ 6 △65 △407 13,000 △5,749 △69 6,714

平成19年３月31日残高   (百万円) 37,172 9,293 19,409 231 1,577 36,000 14,011 △233 117,462

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金

平成18年３月31日残高  (百万円) 15,805 126,553

事業年度中の変動額

利益処分による特別償却準備金の積立 ─

特別償却準備金の積立 ─

利益処分による特別償却準備金の取崩 ─

特別償却準備金の取崩 ─

利益処分による圧縮記帳積立金の取崩 ─

圧縮記帳積立金の取崩 ─

圧縮記帳積立金の積立 ─

利益処分による別途積立金の積立 ─

利益処分による剰余金の配当 △2,170

剰余金の配当 △1,736

利益処分による役員賞与 △110

当期純利益 10,794

自己株式の取得 △79

自己株式の処分 15

株主資本以外の項目の事業年度中の

変動額（純額）
△444 △444

事業年度中の変動額合計

             (百万円)
△444 6,269

平成19年３月31日残高   (百万円) 15,361 132,823
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準お

よび評価方法

(1) 有価証券

  子会社株式および関連

会社株式

   …移動平均法による

原価法

(1) 有価証券

  子会社株式および関連

会社株式

   …同左

(1) 有価証券

  子会社株式および関連

会社株式

   …同左

  その他有価証券

   時価のあるもの

   …中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部純資産直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定して

おります。)

  その他有価証券

   時価のあるもの

   …同左

  その他有価証券

   時価のあるもの

   …決算期末日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部純資産直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定して

おります。)

   時価のないもの

   …移動平均法による

原価法

 なお、投資事業

有限責任組合およ

びそれに類する組

合への出資（証券

取引法第２条第２

項により有価証券

とみなされるも

の）については、

組合契約に規定さ

れる決算報告日に

応じて入手可能な

最近の決算書を基

礎とし、持分相当

額を純額で取り込

む方法によってお

ります。

   時価のないもの

   …移動平均法による

原価法

 なお、投資事業

有限責任組合およ

びそれに類する組

合への出資（金融

商品取引法第２条

第２項により有価

証券とみなされる

も の）に つ い て

は、組合契約に規

定される決算報告

日に応じて入手可

能な最近の決算書

を基礎とし、持分

相当額を純額で取

り込む方法によっ

ております。

   時価のないもの

   …移動平均法による

原価法

 なお、投資事業

有限責任組合およ

びそれに類する組

合への出資（証券

取引法第２条第２

項により有価証券

とみなされるも

の）については、

組合契約に規定さ

れる決算報告日に

応じて入手可能な

最近の決算書を基

礎とし、持分相当

額を純額で取り込

む方法によってお

ります。

(2) デリバティブ

   …時価法

(3) 棚卸資産

  製品・半製品・仕掛品

   …総平均法による原

価法

  原材料・貯蔵品

   …移動平均法による

原価法

(2) デリバティブ

同左

(3) 棚卸資産

同左

(2) デリバティブ

同左

(3) 棚卸資産

同左
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項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

  定率法(ただし、平成

10年４月１日以降取得し

た建物(建物附属設備を

除く)は定額法)によって

おります。

  ただし、知多工場、知

多型鍛造工場および知多

帯鋼工場は定額法によっ

ております。

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。

 建物      7～50年

 機械及び装置  4～17年

(1) 有形固定資産

同左

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

  定額法によっておりま

す。

  なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社

内における利用可能期間

(５年)に基づいておりま

す。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

  均等償却によっており

ます。

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒による損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別

に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上し

ております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

  従業員および兼務役員

に支給する賞与に充てる

ため、支給対象期間に応

じた支給見込額を計上し

ております。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

同左

 
＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 
＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

(3) 役員賞与引当金

  役員賞与の支出に備え

るため、当事業年度にお

ける支給見込額の基づき

計上しております。
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項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間

末において発生している

と認められる額を計上し

ております。

  数理計算上の差異は、

10年による定額法により

按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用

処理しております。

  過去勤務債務は、10年

による定額法により按分

した額を費用処理してお

ります。

(3) 退職給付引当金

同左

(4) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に

基づき計上しておりま

す。

  数理計算上の差異は、

10年による定額法により

按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用

処理しております。

  過去勤務債務は、10年

による定額法により按分

した額を費用処理してお

ります。

(4) 受注工事損失引当金

  受注工事の損失に備え

るため、当中間会計期間

末の未引渡工事のうち、

損失の発生が見込まれ、

かつ、その金額を合理的

に見積もることができる

工事について、当下半期

以降の損失見込額を計上

しております。

(4) 受注工事損失引当金

同左

  

(5) 受注工事損失引当金

  受注工事の損失に備え

るため、当事業年度末の

未引渡工事のうち、損失

の発生が見込まれ、か

つ、その金額を合理的に

見積ることができる工事

について、翌事業年度以

降の損失見込額を計上し

ております。
 

＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 

(5) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支

出に備えるため、役員退

職慰労金規程に基づく当

中間会計期間末要支給額

を計上しております。

 
＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

４ 外貨建の資産およ

び負債の本邦通貨

への換算の基準

  外貨建金銭債権債務

は、中間決算日の直物為

替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益とし

て処理しております。

同左   外貨建金銭債権債務

は、決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処

理しております。

５ リース取引の処理

方法

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。

同左 同左

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

  金利スワップについて

特例処理の要件を満たし

ているため、特例処理に

よっております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(1) ヘッジ会計の方法

同左
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項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

  当中間会計期間にヘッ

ジ会計を適用したヘッジ

手段とヘッジ対象は以下

のとおりであります。

  ヘッジ手段…金利スワ

        ップ 

  ヘッジ対象…借入金

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

  当事業年度にヘッジ会

計を適用したヘッジ手段

とヘッジ対象は以下のと

おりであります。

  ヘッジ手段…金利スワ

        ップ

  ヘッジ対象…借入金

(3) ヘッジ方針

  金利変動リスクを一定

の範囲内でヘッジしてお

ります。

(3) ヘッジ方針

同左

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

  金利スワップについて

は特例処理によっている

ため、有効性の評価を省

略しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

同左

７ 収益の計上基準  長期・大型の請負工事

(工期１年超・請負金額５

億円以上)については、工

事進行基準を採用しており

ます。

同左 同左

 

８ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理 

 消費税および地方消費税

の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

 なお、仮払消費税等およ

び仮受消費税等は相殺のう

え、流動負債「その他」に

含めて表示しております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

 消費税および地方消費税

の会計処理は、税抜方式に

よっております。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（特別退職金に関する会計処理） 

 出向者の転籍に伴う特別退職金

は、従来、平成18年３月までの期限

付制度として特別損失にて計上して

おりましたが、当該制度が期限の定

めの無い制度として延長されること

になったため、当中間会計期間より

販売費及び一般管理費として計上す

る方法に変更いたしました。この変

更により販売費及び一般管理費が842

百万円増加し、営業利益および経常

利益はそれぞれ同額減少しておりま

す。

＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 

 
 
 
 
 

（特別退職金に関する会計処理） 

 出向者の転籍に伴う特別退職金

は、従来、平成18年３月までの期限

付制度として特別損失にて計上して

おりましたが、当該制度が期限の定

めのない制度として延長されること

になったため、当事業年度より販売

費及び一般管理費として計上する方

法に変更いたしました。この変更に

より販売費及び一般管理費が1,546百

万円増加し、営業利益および経常利

益はそれぞれ同額減少しておりま

す。

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）および「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）

を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は129,455百万円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。

＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 

 
 
 
 
 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）および「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は132,823百万円でありま

す。 

 なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。

（投資事業組合に関する会計処理） 

 「投資事業組合に対する支配力基

準及び影響力基準の適用に関する実

務上の取扱い」（企業会計基準委員

会 実務対応報告第20号 平成18年

９月８日）が公表され、同日以後終

了する中間会計期間に係る中間財務

諸表から適用されたことに伴い、当

中間会計期間から同実務対応報告を

適用しております。 

 なお、これによる中間財務諸表に

与える影響は軽微であります。

＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 

 
 
 
 

（投資事業組合に関する会計処理） 

 「投資事業組合に対する支配力基

準及び影響力基準の適用に関する実

務上の取扱い」（企業会計基準委員

会 実務対応報告第20号 平成18年

９月８日）が公表され、同日以後終

了する事業年度に係る財務諸表から

適用されたことに伴い、当事業年度

から同実務対応報告を適用しており

ます。 

 なお、これによる財務諸表に与え

る影響は軽微であります。
 

＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 

＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 

（役員賞与に関する会計基準）  

 当事業年度より、「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準第４

号 平成17年11月29日）を適用してお

ります。この変更により営業利益、

経常利益および税引前当期純利益

は、それぞれ90百万円減少しており

ます。  
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表示方法の変更 

  

 
  

追加情報 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 
＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

（固定資産の減価償却の方法に関す

る会計処理）  

 法人税法の改正に伴い、当中間会計

期間より、平成19年４月１日以降に

取得した有形固定資産について、改

正後の法人税法に基づく減価償却の

方法に変更しております。これによ

り、営業利益、経常利益および税引

前中間純利益はそれぞれ63百万円減

少しております。

 
＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 
＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

（役員退職慰労引当金に関する会計

処理）  

 当中間会計期間より、「租税特別

措置法上の準備金及び特別法上の引

当金又は準備金並びに役員退職慰労

引当金等に関する監査上の取扱い」

（監査・保証実務委員会報告第42号

平成19年４月13日）を適用しており

ます。これにより、営業利益および

経常利益はそれぞれ27百万円、税引

前中間純利益は447百万円減少してお

ります。 

 
＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

（中間貸借対照表関係） 

 前中間会計期間において区分掲記しておりました「短

期債権」（当中間会計期間末13,257百万円）は、資産総

額の100分の5以下となったため、当中間会計期間から流

動資産「その他」に含めて表示しております。

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
 至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 
＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 法人税法の改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した資産につい

ては、改正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により取得価額

の５％に到達した事業年度の翌事業

年度より、取得価額の５％相当額と

備忘価額との差額を５年間にわたり

均等償却し、減価償却費に含めて計

上しております。 

 これにより、営業利益、経常利益

および税引前中間純利益はそれぞれ

545百万円減少しております。

 
＿＿＿＿＿＿＿＿
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

(1)※１有形固定資産の減価償却累計

額は、261,953百万円でありま

す。

(1)※１有形固定資産の減価償却累計

額は、267,897百万円でありま

す。

(1)※１有形固定資産の減価償却累計

額は、264,126百万円でありま

す。

(2)※２圧縮記帳額

   下記の圧縮記帳額を当該資産

の取得価額から控除しておりま

す。

建物 0百万円

機械及び装置 867 〃
有形固定資産 
その他

49 〃

合計 916 〃

(2)※２圧縮記帳額

   下記の圧縮記帳額を当該資産

の取得価額から控除しておりま

す。

建物 0百万円

機械及び装置 919 〃
有形固定資産
その他

10 〃

合計 930 〃

(2)※２圧縮記帳額

   下記の圧縮記帳額を当該資産

の取得価額から控除しておりま

す。

建物 0百万円

機械及び装置 919 〃
有形固定資産 
その他

10 〃

合計 930 〃

(3)※３担保資産および担保付債務

   土地(投資その他の資産「そ

の他」)102百万円を特別目的会

社である有限会社タカクラ・フ

ァンディング・コーポレーショ

ン(以下借主)の借入金2,547百

万円の担保に供しております。

   借主が借入金返済の期限の利

益を喪失した場合など、当社は

同債務を借主に代わり、代位弁

済することができます。代位弁

済しない場合には、貸主は上記

担保提供資産の所有権を清算金

(時価との差額)による清算を伴

って移転させることにより同債

務を消滅させること(代物弁済)

を予約する契約を締結しており

ます。

   また、借主の借入金7,955百

万円(上記2,547百万円を含む)

に対して、匿名組合出資金(投

資その他の資産「その他」)495

百万円、その他(投資その他の

資産「その他」)256百万円に質

権が設定されております。

(3)※３担保資産および担保付債務

   土地(投資その他の資産「そ

の他」)102百万円を特別目的会

社である有限会社タカクラ・フ

ァンディング・コーポレーショ

ン(以下借主)の借入金2,547百

万円の担保に供しております。

   借主が借入金返済の期限の利

益を喪失した場合など、当社は

同債務を借主に代わり、代位弁

済することができます。代位弁

済しない場合には、貸主は上記

担保提供資産の所有権を清算金

(時価との差額)による清算を伴

って移転させることにより同債

務を消滅させること(代物弁済)

を予約する契約を締結しており

ます。

   また、借主の借入金7,470百

万円(上記2,547百万円を含む)

に対して、匿名組合出資金(投

資その他の資産「その他」)495

百万円、その他(投資その他の

資産「その他」)338百万円に質

権が設定されております。

(3)※３担保資産および担保付債務

   土地(投資その他の資産「そ

の他」)102百万円を特別目的会

社である有限会社タカクラ・フ

ァンディング・コーポレーショ

ン(以下借主)の借入金2,547百

万円の担保に供しております。

   借主が借入金返済の期限の利

益を喪失した場合など、当社は

同債務を借主に代わり、代位弁

済することができます。代位弁

済しない場合には、貸主は上記

担保提供資産の所有権を清算金

(時価との差額)による清算を伴

って移転させることにより同債

務を消滅させること(代物弁済)

を予約する契約を締結しており

ます。

   また、借主の借入金7,712百

万円(上記2,547百万円を含む)

に対して、匿名組合出資金(投

資その他の資産「その他」)495

百万円、その他(投資その他の

資産「その他」)292百万円に質

権が設定されております。
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前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

 

(4) 偶発債務

  ① 保証債務

   下記会社等の借入金につい

て、保証を行っております。

( )は当社負担分であります。

 OHIO STAR FORGE CO.

1,083(1,083)百万円

 天文大同特殊鋼 

 股份有限公司

213(  213) 〃

※東海特殊鋼㈱

150(   15) 〃

※当社従業員

2,047(    1) 〃

 合計 3,494(1,314) 〃

※ 東海特殊鋼㈱および当社従

業員に対する保証について

は、複数の保証人がいる連帯

保証債務であります。

 

(4) 偶発債務

  ① 保証債務

   下記会社等の借入金につい

て、保証を行っております。

( )は当社負担分であります。

 OHIO STAR FORGE CO.

992(  992)百万円

 天文大同特殊鋼 

 股份有限公司

210(  210) 〃

※当社従業員

1,766(    1) 〃

 合計 2,968(1,203) 〃

※ 当社従業員に対する保証に

ついては、複数の保証人がい

る連帯保証債務であります。

 

(4) 偶発債務

  ① 保証債務

   下記会社等の借入金につい

て、保証を行っております。

( )は当社負担分であります。

 OHIO STAR FORGE CO.

1,014(1,014) 百万円

 天文大同特殊鋼 

 股份有限公司

213(  213) 〃

※当社従業員

1,884(    1) 〃

 合計 3,112(1,228) 〃

※ 当社従業員に対する保証に

ついては、複数の保証人がい

る連帯保証債務であります。

  ② 手形債権流動化に伴う買戻し

義務額

567百万円

  ② 手形債権流動化に伴う買戻し

義務額

612百万円

  ② 手形債権流動化に伴う買戻し

義務額

458百万円

  ③ 有限会社タカクラ・ファンデ

ィング・コーポレーションに対

して、同社の有する建物が天災

地変により滅失または毀損した

場合、524百万円を累積限度と

する追加出資義務(匿名組合契

約)を負っております。

  ③ 

同左

  ③ 

同左

  ④ 瑕疵担保責任 

 平成18年１月に当社の連結子

会社であった特殊発條興業㈱の

当社保有全株式を日本発条㈱へ

譲渡したことに伴い、譲渡日以

前の事象に起因する特殊発條興

業㈱の製造物責任・土壌汚染等

について、譲渡先に対し3,200

百万円を上限とする瑕疵担保責

任(譲渡日から最大10年間)を負

担しております。 

 譲渡に際しては、当社、特殊

発條興業㈱および譲渡先の合意

の下、充分な事前調査を行って

おり、現時点では譲渡先および

第三者に対して損失補償の負担

が現実に発生する可能性は極め

て低いと考えられます。

  ④ 瑕疵担保責任 

同左

  ④ 瑕疵担保責任

同左
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(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

 

(5)※４期末日満期手形等の会計処理

   当中間会計期間末日は、金融

機関の休日でありますが、満期

日に決済が行われたものとして

処理しております。

   当中間会計期間末残高から除

かれている当中間会計期間末日

満期手形等は、次のとおりであ

ります。

受取手形 675百万円

売掛金 14,906 〃

支払手形 730 〃

買掛金 2,653 〃

流動負債 
その他

85 〃

   なお、売掛金、買掛金、流動

負債「その他」は、期日に現金

で回収、もしくは支払いするも

のであります。

 

(5)※４中間会計期間末日満期手形

等の会計処理

   当中間会計期間末日は、金融

機関の休日でありますが、満期

日に決済が行われたものとして

処理しております。

   当中間会計期間末残高から除

かれている当中間会計期間末日

満期手形等は、次のとおりであ

ります。

受取手形 1,525百万円

売掛金 19,245 〃

支払手形 454 〃

買掛金 6,059 〃

流動負債
その他

103 〃

   なお、売掛金、買掛金、流動

負債「その他」は、期日に現金

で回収、もしくは支払いするも

のであります。

 

(5)※４事業年度末日満期手形等の

会計処理

   当事業年度末日は、金融機関

の休日でありますが、当事業年

度末日満期手形等の会計処理

は、満期日に決済が行われたも

のとして処理しております。

   当事業年度末残高から除かれ

ている当事業年度末日満期手形

等は、次のとおりであります。

受取手形 615百万円

売掛金 16,283 〃

支払手形 362 〃

買掛金 3,058 〃

流動負債 
その他

118 〃

   なお、売掛金、買掛金、流動

負債「その他」は、期日に現金

で回収、もしくは支払いするも

のであります。

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(1)※１営業外収益のうち主要なもの

受取利息 166百万円

受取配当金 1,970 〃

賃貸収入 272 〃

(1)※１営業外収益のうち主要なもの

受取利息 194百万円

受取配当金 2,389 〃

賃貸収入 272 〃

(1)※１営業外収益のうち主要なもの

受取利息 343百万円

受取配当金 3,191 〃

賃貸収入 545 〃

(2)※２営業外費用のうち主要なもの

支払利息 455百万円

社債利息 134 〃

固定資産廃却損 346 〃

(2)※２営業外費用のうち主要なもの

支払利息 672百万円

社債利息 134 〃

固定資産廃却損 305 〃

(2)※２営業外費用のうち主要なもの

支払利息 1,026百万円

社債利息 269 〃

固定資産廃却損 674 〃

(3) 減価償却実施額

有形固定資産 5,075百万円

無形固定資産 36 〃

(3) 減価償却実施額

有形固定資産 5,826百万円

無形固定資産 40 〃

(3) 減価償却実施額

有形固定資産 10,479百万円

無形固定資産 77 〃
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(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 自己株式の種類および株式数に関する事項 

 
（注）１ 普通株式の自己株式の株式数の増加47千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

   ２ 普通株式の自己株式の株式数の減少9千株は、単元未満株式の買増し請求による減少であります。 

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 自己株式の種類および株式数に関する事項 

 
（注）１ 普通株式の自己株式の株式数の増加56千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

   ２ 普通株式の自己株式の株式数の減少10千株は、単元未満株式の買増し請求による減少であります。 

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 自己株式の種類および株式数に関する事項 

 
（注）１ 普通株式の自己株式の株式数の増加91千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

   ２ 普通株式の自己株式の株式数の減少20千株は、単元未満株式の買増し請求による減少であります。 

株式の種類
前事業年度末 

株式数(千株)

当中間会計期間 

増加株式数(千株)

当中間会計期間 

減少株式数(千株)

当中間会計期間末 

株式数(千株)

自己株式

普通株式 386 47 9 424

株式の種類
前事業年度末 

株式数(千株)

当中間会計期間 

増加株式数(千株)

当中間会計期間 

減少株式数(千株)

当中間会計期間末 

株式数(千株)

自己株式

普通株式 457 56 10 503

株式の種類
前事業年度末 

株式数(千株)

当事業年度 

増加株式数(千株)

当事業年度 

減少株式数(千株)

当事業年度末 

株式数(千株)

自己株式

普通株式 386 91 20 457
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(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引(借主側)

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中間

期末残高相当額

取得価額

相当額

(百万円)

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期末 

残高 

相当額 

(百万円)

機械及び 

装置
61 39 21

有形固定資

産その他 

(工具器具 

及び備品、

車両及び陸

上運搬具)

280 147 133

無形固定資 

産(ソフト 

ウェア)

65 56 9

合計 407 243 164

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引(借主側)

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中間

期末残高相当額

取得価額

相当額

(百万円)

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期末

残高 

相当額 

(百万円)

機械及び 

装置
61 49 11

有形固定資

産その他 

(工具器具 

及び備品、

車両及び陸

上運搬具)

217 117 100

無形固定資 

産(ソフト 

ウェア)

23 19 3

合計 302 186 115

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引(借主側)

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および期末

残高相当額

取得価額

相当額

(百万円)

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

期末残高

相当額

(百万円)

機械及び 

装置
61 44 16

有形固定資

産その他 

(工具器具 

及び備品、

車両及び陸

上運搬具)

242 116 125

無形固定資 

産(ソフト 

ウェア)

29 24 5

合計 333 186 147

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。

(注)

同左

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により

算定しております。

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 63百万円

１年超 101 〃

合計 164 〃

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 53百万円

１年超 61 〃

合計 115 〃

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 61百万円

１年超 86 〃

合計 147 〃

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。

(注)

同左

(注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。

(3) 支払リース料および減価償却費

相当額

支払リース料 44百万円

減価償却費相当額 44 〃

(3) 支払リース料および減価償却費

相当額

支払リース料 32百万円

減価償却費相当額 32 〃

(3) 支払リース料および減価償却費

相当額

支払リース料 80百万円

減価償却費相当額 80 〃

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左
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(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 

  

 
  

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 

  

 
  

前事業年度末(平成19年３月31日) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 

  

 
  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

区分
中間貸借対照表計上額

(百万円)
時価

(百万円)
差額 

(百万円)

子会社株式 2,060 5,529 3,469

関連会社株式 4,990 7,984 2,993

区分
中間貸借対照表計上額

(百万円)
時価

(百万円)
差額 

(百万円)

子会社株式 2,060 4,697 2,637

関連会社株式 5,008 11,346 6,338

区分
貸借対照表計上額

(百万円)
時価

(百万円)
差額 

(百万円)

子会社株式 2,060 5,407 3,347

関連会社株式 4,990 9,875 4,885

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 298円24銭 １株当たり純資産額 313円45銭 １株当たり純資産額 306円02銭

１株当たり 
中間純利益金額

13円74銭
１株当たり
中間純利益金額

13円57銭
１株当たり 
当期純利益金額

24円87銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため、記載しており

ません。

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため、記載しておりませ

ん。

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間(当期)純利益 
(百万円)

5,966 5,889 10,794

普通株主に帰属しない
金額(百万円)

─ ─ ─

普通株式に係る中間
(当期)純利益(百万円)

5,966 5,889 10,794

普通株式の期中平均株
式数(千株)

434,081 434,010 434,064
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(重要な後発事象) 

 
(2) 【その他】 

平成19年10月30日開催の取締役会において、第84期(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)の

中間配当につき、次のとおり決議いたしました。 

   
(注) 平成19年９月30日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行い

ます。 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

＿＿＿＿＿＿＿＿

(王子製鉄株式会社の株式譲渡)

１ 事業分離の概要

 平成19年９月26日開催の取締役

会において、持分法適用関連会社

である王子製鉄株式会社の当社保

有の全株式を新日本製鐵株式会社

に譲渡することを決議し、同日付

で株式譲渡基本合意書を締結して

おります。同合意書に基づき、平

成19年11月20日に株式譲渡契約を

締結し、平成19年11月30日に株式

を売却いたしました。

＿＿＿＿＿＿＿＿

(1) 分離先企業の名称 

  王子製鉄株式会社

(2) 分離した事業の内容

  普通鋼平鋼の製造、販売

(3) 事業分離を行った主な理由

   今回の株式譲渡は、限られた

経営資源の「選択と集中」を図

るためのものであります。王子

製鉄株式会社は電炉メーカーと

しての類似点はあるものの普通

鋼メーカーであるため、当社の

コア事業である特殊鋼鋼材とは

市場が異なり、シナジー効果が

少ない事業となっております。

   このため、グループ内に普通

鋼電炉メーカーを抱える新日本

製鐵株式会社への譲渡により王

子製鉄株式会社が新日本製鐵グ

ループ内でシナジー効果を発揮

し、より発展するものであると

の判断によるものです。

(4) 事業分離日

 平成19年11月30日(株式譲渡日)

(5) 事業分離の方法

  持分法適用関連会社株式の譲渡 

 当社が所有する王子製鉄株式

会社の全株式を新日本製鐵株式

会社へ譲渡いたしました。

２ 実施予定の会計処理の概要

 王子製鉄株式会社の株式を新日

本製鐵株式会社へ売却することに

伴い、次の売却益が当事業年度に

発生いたします。

  売却価額    14,865百万円

  簿価等       748百万円

  売却益     14,116百万円

(1) 中間配当総額 1,735百万円

(2) １株当たり中間配当金額 4円00銭

(3) 支払請求の効力発生日および支払開始日 平成19年12月7日
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第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

（1） 有価証券報告書 
およびその添付書類

事業年度 
(第83期)

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年６月28日 
関東財務局長に提出

（2） 
 

発行登録書 
およびその添付書類

平成19年６月28日 
関東財務局長に提出

（3） 
 

有価証券報告書の 
訂正報告書

(第83期) 
 

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年７月17日 
関東財務局長に提出

（4） 
 

訂正発行登録書 
 

平成19年７月17日 
関東財務局長に提出

（5） 
 

有価証券報告書の 
訂正報告書

(第83期) 
 

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年11月16日 
関東財務局長に提出

（6） 
 

訂正発行登録書 
 

平成19年11月16日 
関東財務局長に提出

（7） 
 

臨時報告書 
 

平成19年11月20日 
関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項 
第12号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象の発生）の規定に基づくもの

（8） 
 

訂正発行登録書 
 

平成19年11月20日 
関東財務局長に提出

─ 73 ─



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

大同特殊鋼株式会社 

 
  
  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている大同特殊鋼株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期

間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、大同特殊鋼株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は出向者の転

籍に伴う特別退職金について、特別損失として計上する方法から販売費及び一般管理費に計上する方法に変

更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

平成18年12月22日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  平  野  善  得  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  瀧  沢  宏  光  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

大同特殊鋼株式会社 

 
  
  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている大同特殊鋼株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間

連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連

結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算

書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、大同特殊鋼株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

平成19年12月21日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  平  野  善  得  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  瀧  沢  宏  光  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

大同特殊鋼株式会社 

 
  
  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている大同特殊鋼株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第83期事業年度の中間会計期間

（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、大同特殊鋼株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は出向者の転籍に

伴う特別退職金について、特別損失に計上する方法から販売費及び一般管理費に計上する方法に変更した。

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

平成18年12月22日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  平  野  善  得  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  瀧  沢  宏  光  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

大同特殊鋼株式会社 

 
  
  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている大同特殊鋼株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第84期事業年度の中

間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、大同特殊鋼株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年９月26日開催の取締役会決議に基づき、平成19

年11月30日に関係会社である王子製鉄株式会社の全株式を新日本製鐵株式会社に譲渡した。 

  

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

平成19年12月21日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  平  野  善  得  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  瀧  沢  宏  光  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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